
（平成２３年６月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 34 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 26 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 46 件

国民年金関係 25 件

厚生年金関係 21 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 5614 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から９年３月までの国民年金保

険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成５年８月から７年３月まで 

② 平成８年４月から９年３月まで 

私の両親は、私が平成５年＊月に 20 歳に到達した後、市役所から送付さ

れてきた通知に従い私の国民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民

年金保険料については、当時、私がまだ学生であったため、私の両親が免

除の申請手続を行い、その後も９年４月に私が厚生年金保険の被保険者に

なるまで、毎年継続して免除の申請手続を行っていた。申立期間①及び②

の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、平成５年＊月に 20 歳に到達した後、その両親が市役所で申立

人の国民年金の加入手続を行い、９年４月に申立人が厚生年金保険の被保

険者になるまで、毎年継続して国民年金保険料の免除の申請手続を行って

いたと主張しているところ、申立期間②については、その直前の期間であ

る７年４月から８年３月までの保険料が免除されていることがオンライン

記録から確認できる上、申立期間②の前後を通じてその父親の職業に変更

は無く、申立人の経済状況に特段変化は認められないことから、当該期間

についても、免除の申請手続を行っていたとしても不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人の国民年金の加入手続及び国民年

金保険料の免除の申請手続を行っていたとするその父親は、免除の申請手

続を行うために市役所に行ったところ、窓口の職員から「お父様とお兄様

の年収を合算すると、学生の免除が認められる基準の限度を超える世帯収



 

  

入となるため、免除の申請を受理することはできない。」旨説明を受けた

ことを記憶していると述べている上、戸籍の附票から、その兄が平成７年

７月まで申立人と同一住所に住民登録されていたことが確認できることか

ら、申立期間①当時、その父親は、申立人の免除の申請手続を行うことが

できなかったものと考えられる。 

    また、申立期間①の国民年金保険料が免除されていたことを示す関連資

料が無く、ほかに当該期間の保険料の納付が免除されていたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料を免除されていたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5615 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月 

② 昭和 62年３月 

私が 20 歳になった頃、勤務していた店の社長が、国民年金の加入手続を

行ってくれた。申立期間①の国民年金保険料については、私が納付書によ

り金融機関で納付した。 

申立期間②については、夫が会社を退職したことにより、区役所で第３

号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続を行い、その場で納付す

ることができる期間の夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、金融機関で国民年金保険料を納付した

と主張しているところ、当該期間の前後の期間の保険料は納付済みとされ

ており、その前後を通じて、申立人の住所や仕事に変更は無く、生活状況

に大きな変化は認められないことから、申立期間①の保険料のみが未納と

されているのは不自然である。 

    また、申立人は、国民年金の種別変更手続を複数回にわたって適切に行

っている上、申立期間①及び②を除く国民年金加入期間について、国民年

金保険料を全て納付していることから、保険料の納付意欲は高かったもの

と認められるとともに、申立期間①は１か月と短期間である。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、その夫が会社を退職したことに



 

  

より、区役所で国民年金の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変

更手続を行い、その場で納付することができる期間の国民年金保険料を納

付したと主張しているが、申立人のオンライン記録によると、申立期間②

の第３号被保険者資格喪失日及び第１号被保険者資格取得日が、平成８年

２月付けで、昭和 62 年４月１日から同年３月 25 日に記録訂正されている

ことから、申立期間②当時、申立人は第３号被保険者と記録されており、

当該期間は保険料を納付することができなかったと考えられる。 

    また、申立期間②について、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を

納付したと主張しているが、その夫のオンライン記録から、申立期間②は、

夫は国民年金の未加入期間となっていることが確認できる。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58年７月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5616 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成４年５月から６年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から６年３月まで 

私が 20 歳になった頃から、国民年金に関する督促が届くようになったた

め、大学在学中に市役所の合同庁舎で国民年金の加入手続を行った。その

後、私は、大学を卒業した後の平成６年６月頃に、私の父親がまとまった

お金を準備してくれたので、社会保険事務所（当時）に出向き、納付書に

より申立期間の国民年金保険料を遡ってまとめて納付した。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、大学在学中に国民年金の加入手続を行い、大学卒業後の平成

６年６月頃に、社会保険事務所で国民年金保険料を遡ってまとめて納付し

たと主張しているところ、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険

者資格取得日から、５年 10 月と推認でき、申立人が保険料を納付したとす

る社会保険事務所は当時実在し、過年度保険料の収納を行っていたことが

確認できる。 

    また、申立人が遡って納付したとする国民年金保険料額は、平成４年５

月から６年３月までの保険料を実際に納付した場合の金額とおおむね一致

している上、まとまったお金を準備してくれたとするその父親名義の預金

口座の出入金記録から、６年６月 13 日に当該期間の保険料額に相当する金

額を出金していることが確認できることから、同年同月時点において、申

立期間のうち、過年度納付することが可能であった４年５月から６年３月

までの保険料を納付したと考えても特段不合理ではない。 



 

  

    さらに、申立人の父親は、「娘（申立人）が、国民年金に関する督促が

きていることを気にしていたので、まとまったお金を準備し娘に渡したこ

とを記憶している。娘が、国民年金保険料をまとめて納付するために出掛

ける際には納付書を見せてもらった。」旨証言している。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、平成３年４月から４年４月までの期間について

は、申立人が当該期間の国民年金保険料の納付時期として主張する６年６

月の時点において、時効により保険料を納付することができない期間であ

る。 

    また、申立人が遡って納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の

保険料を全て納付した場合の金額と乖
かい

離している。 

    さらに、申立人が申立期間のうち、平成３年４月から４年４月までの国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成４年５月から６年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5617 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から 49 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 11月から 40年９月まで 

② 昭和 41年１月から同年３月まで 

③ 昭和 42年４月から 43年 12月まで 

④ 昭和 44年１月から 46年 12月まで 

⑤ 昭和 48年７月から 49年３月まで 

私は、昭和 44 年１月に結婚した。結婚前の国民年金については、母親が

加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていたと思う。結婚後は、

夫が自身の保険料の納付に併せて私の保険料も納付していたと言っている。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間⑤について、当該期間直前の昭和 47 年１月から 48 年６月まで

の 18 か月の国民年金保険料は、第３回特例納付を利用して納付されている。

このうち、申立人が老齢年金の受給資格を得るために必要だった保険料納

付済月数は 12 か月であったことから、当該特例納付を行ったとするその夫

には、特例納付により、申立人の老齢年金の受給資格を得るだけではなく、

将来受給できる年金額を少しでも増やそうとする意識があったと認められ

る。そのようなその夫が、直後の当該期間を除いて 47 年１月から 48 年６

月までの期間のみ特例納付する特段の合理的理由は見当たらず、特例納付

する前に納付済みであった 49 年４月を起点として、遡って、当該期間を含

む 47 年１月から 49 年３月までの期間を特例納付したと考えても必ずしも

不合理ではなく、当該期間は９か月と短期間である。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間①、②及び③について、申立人は、その母親が申立人の

国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと述べている。

しかし、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとするその

母親は既に死亡していることから、申立人の国民年金の加入手続及び保険

料の納付状況は不明であることに加え、申立人の国民年金手帳記号番号は、

被保険者台帳の情報から、保険料徴収の準備段階であった昭和 36 年３月以

前に払い出されていたと推認され、37 年 11 月に、それまで厚生年金保険

の被保険者であった申立人が、同資格を喪失したことを契機に、その母親

と話し合い、納得して国民年金に加入したとする申立内容とも一致してい

ない。 

    また、申立期間③について、昭和 42 年度の被保険者台帳における国民年

金保険料納付済期間とオンライン記録における保険料納付済期間に齟齬
そ ご

が

認められるものの、保険料納付済期間そのものは両者とも３か月で一致し

ていることから、同年度について納付記録を訂正する必要があるとまでは

認められない。 

    さらに、申立期間④について、申立人は、結婚後はその夫が申立人の国

民年金保険料を納付していたと思うと述べ、その夫も、夫婦が国民年金の

被保険者であった期間においては、夫婦の保険料を一緒に、自身が厚生年

金保険の被保険者であった期間においては、申立人のみの保険料を、いず

れも納付書で納付していたと述べている。しかし、申立人の被保険者台帳

において、同台帳は結婚当時の昭和 44 年ではなく、47 年４月になって、

職権で申立人が結婚前に居住した市を管轄した社会保険事務所（当時）か

ら、当時、申立人が居住した市を管轄する社会保険事務所に移管されたこ

とが確認でき、被保険者台帳が移管される前である申立期間④当時におい

ては、申立人が結婚後の市で国民年金の被保険者として把握されていたと

は考えられず、保険料を納付するための納付書が発行されたとも考えにく

い。 

    加えて、１で述べたように、昭和 47 年１月から 48 年６月までの国民年

金保険料は、第３回特例納付により納付されているが、申立期間①、②、

③及び④については、申立人及びその夫から、当該期間の保険料を遡って

まとめて納付したとの主張も無い。 

    その上、申立人が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48 年７月から 49 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと



 

  

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5618 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年８月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 51年８月から 52年７月まで 

② 昭和 58年４月から 60年３月まで 

私は、転居した昭和 51 年８月頃に、Ａ区役所で国民健康保険及び国民年

金の加入手続を行い、その後１年間ぐらいの間は、国民年金保険料を納付

していたと思う。 

その後、時期は分からないが、友人に勧められてＢ区役所で国民年金の

再加入手続を行った際に、２年間遡って国民年金保険料を納付することが

できると聞いたので、後日、申立期間②の保険料を分割して遡って納付し

たと思う。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、転居した昭和 51 年８月頃に、Ａ区役所で国民健康保険及び国

民年金の加入手続を行い、その後１年間ぐらいの間は、国民年金保険料を

納付していたと思うとしているところ、申立人には、申立期間①より前に

居住していたＣ市において、国民年金手帳記号番号が払い出されており、

その手帳記号番号の特殊台帳には、申立期間①のうち、同年同月から同年

12 月までの保険料が還付された旨の記載があるが、オンライン記録では、

当該期間は、国民年金の強制加入期間とされている上、当該期間の保険料

を還付すべき事由が見当たらないことを勘案すると、当該期間は、保険料

が納付されていたにもかかわらず、誤って還付手続が行われたものと認め

られる。 



 

  

 

  ２ 一方、申立期間①のうち、昭和 52 年１月から同年７月までの期間につい

て、申立人は、国民年金保険料の納付方法、納付場所及び納付金額につい

ての記憶が定かではないことから、当該期間の保険料の納付状況は不明で

ある。 

    また、申立期間②について、申立人は、Ｂ区役所で国民年金の再加入手

続を行った際に、２年間遡って国民年金保険料を納付することができると

聞いたので、後日、申立期間②の保険料を分割して遡って納付したと思う

と主張しているが、申立人は、国民年金の再加入手続を行った時期や、当

該期間の保険料の納付時期、納付回数、納付場所及び納付金額についての

記憶が定かではないことから、当該期間の保険料の納付状況は不明である。 

    さらに、申立人が申立期間①のうち、昭和 52 年１月から同年７月までの

期間及び申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年８月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5619 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年１月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から 60年３月まで 

私は、結婚直後の昭和 61 年４月に、区役所で国民年金の加入手続を行っ

た際、窓口で、「２年分の国民年金保険料を遡って納付することができま

す。」と言われたので、加入手続と併せて過去２年分の保険料を納付する

ための手続を行った。後日、納付書が送られてきたので、勤務先付近の金

融機関で、２年分の保険料 15万円前後を２回に分けて納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年４月に、区役所で国民年金の加入手続を行った際、２

年分の国民年金保険料を遡って納付することができると言われ、後日、２年

分の保険料を金融機関で納付したと主張しているところ、申立人の国民年金

の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から同年同月頃と推認できること

から、その時点において、申立期間の保険料を遡って納付することが可能で

あった。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする金融機関は当

時実在し、納付書による保険料の収納が行われていたことが確認できる上、

申立人が納付したとしている保険料額は、実際に納付することができた場合

の保険料額とおおむね一致している。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間の国民年金保険料を全

て納付している上、前納している期間もあるなど、保険料の納付意欲は高か

ったものと認められるとともに、申立期間は 15 か月と比較的短期間である。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5620 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年３月及び 42 年 10 月から 45 年 10 月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月 

② 昭和 42年 10月から 45年 10月まで 

私は、昭和 51年 10月に会社を退職して２年半ほどたった 54年３月頃に、

市役所で国民年金の加入手続を行った。その際に、過去の未納分の国民年

金保険料を納付するために、納付書を３、４枚に分割して作成してもらい、

後日、過去の保険料の未納が無くなるように、合計 33 万円ぐらいの金額を

市役所で納付した。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年３月頃に、市役所で国民年金の加入手続を行い、その

際に作成してもらった納付書により、後日、市役所で過去の未納分の国民年

金保険料を全て納付したと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、同年同月に払い出されており、この時期は、第３回特例納付の実施

期間中であり、かつ、申立期間①及び②は、国民年金の強制加入期間であっ

たことが、申立人の特殊台帳により確認できる上、当該期間は、第３回特例

納付により保険料を納付することが可能な期間である。 

   また、申立人が納付したとする金額は、申立人の国民年金手帳記号番号が

払い出された昭和 54 年３月の時点で、第３回特例納付等により納付するこ

とが可能であった申立人の未納期間の国民年金保険料を実際に納付した場合

の金額とおおむね一致している。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 54 年３月の時



 

  

点で、第３回特例納付等により納付することが可能であった申立人の未納期

間のうち、申立期間①及び②を除く期間の国民年金保険料は、第３回特例納

付等により全て納付されていることが、申立人の特殊台帳により確認できる

上、同年同月から申立人が 60 歳に到達するまでの国民年金被保険者期間の

保険料は全て納付済みとされていることから、申立人が、申立期間①及び②

の保険料を納付していたと考えても特段不合理な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5621 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年２月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年２月から 52年３月まで 

私は、家業を手伝うため、昭和 50 年１月に会社を退職した。その後、父

親が私の国民年金の加入手続を行ってくれたと思う。申立期間の国民年金

保険料は、父親が家族の分を納付していた記憶がある。 

家族の国民年金保険料は納付済みとなっているにもかかわらず、私だけ

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が家族の国民年金保険料を納付していたと主張してい

るところ、申立人の両親及び兄の保険料は全て納付済みとなっている上、申

立人の義姉についても、申立人の父親が申立期間の保険料を第３回特例納付

により納付したものと考えられるとして、既に第三者委員会で記録訂正が認

められていることから、その父親が、義姉と同時期に申立人の申立期間の保

険料を特例納付により納付していたと考えても不自然ではない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号の

前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、昭和 53 年４月

に行われていることが推認できる上、申立期間は国民年金の強制加入被保険

者であることから、申立期間の国民年金保険料を第３回特例納付により納付

することは可能であった。 

   さらに、申立人の義姉は、「義父（申立人の父親）はお店を２店舗経営し、

日頃から大金を持っていた。」旨を証言しており、特例納付により申立期間

の国民年金保険料を納付する資力を十分有していたことがうかがわれる上、

家業を手伝うために会社を退職した申立人について、その父親が申立期間の



 

  

保険料を未納のままにしておいたとは考えにくい。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5784 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年５月１日から 39 年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

38 年５月１日に、資格喪失日に係る記録を 39 年２月１日に訂正し、当該

期間に係る標準報酬月額を２万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年５月１日から 39 年２月１日まで 

             ② 昭和 40 年６月１日から 41 年８月 11 日まで 

    私は、申立期間①にＡ社に勤務していたが、この期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無い。 

    また、申立期間②にＢ社に勤務していたが、この期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無い。 

    厚生年金保険料も給料から控除されていたと思うので、この期間につ

いて調査をして記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の同僚から提出された当該期間内に撮影され

たことが確認できる写真、同僚の証言及び申立人の供述内容から判断する

と、申立人が当該期間において同社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人の複数の同僚がＡ社では従業員の希望に関係無く厚生年金

保険に加入していたと思うと証言している上、申立人が記憶している複数

の同僚の全てが、同社において厚生年金保険の被保険者となっていたこと

が確認できる。 

   さらに、申立人及び複数の同僚が、当時、Ａ社Ｄ部門は、約 20 名の従

業員が在籍していたが、業務内容と工場は変わらないまま、グループ会社



                      

  

のＣ社に経営が移ったと供述しているところ、当該期間においてＡ社の厚

生年金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ社で被保険者資格を取得している

者が 26 名確認できることから、当時、Ａ社では、ほぼ全ての従業員が厚

生年金保険に加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、同僚の当該期間におけるＡ

社での社会保険事務所（当時）の記録から、２万 4,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に整理番号の欠落

が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われた

とは考えられない上、仮に、事業所から申立人に係る被保険者資格の取得

届が提出された場合には、その後健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額

算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、

いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、

通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ

資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 38 年５月から 39 年１月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

   一方、申立期間②について、Ｂ社の同僚の証言及び申立人の供述内容か

ら、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは推

認できる。 

   しかし、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

その所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が確認できないことから、

当時の事業主、役員及び同僚の連絡先も不明であり、申立人の在職期間及

び厚生年金保険の加入の取扱いについて事情を聴取することはできなかっ

た。 

   また、当該期間にＢ社に在職していた同僚からも同社での従業員に対す

る厚生年金保険の加入の取扱いについて確認できる証言も得られず、同僚

の記録からも同社の手続の事情はうかがえなかった。 

   このほか、当該期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5785 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 33 年５月８日に、資格喪失日に係る記録を 36 年４月５日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 33 年５月から 35 年８月までは 9,000 円、

同年９月から 36 年３月までは１万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年５月８日から 36 年４月５日まで 

    私は、中学校卒業後、知人の紹介でＡ社に入社し、同社の船舶におい

て、１船舶当たり１名ずつ配置されていたＢ職として、３年間勤務した。 

    船員保険の記録によると、Ａ社に勤務していた期間が被保険者期間と

なっていない。 

    調査の上、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の一人は、「申立人と私は、昭和 33 年５月８日に船舶Ｃに乗船し、

36 年４月４日に下船するまで一緒に勤務していた。」と供述しているこ

とから、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していたことが認められ

る。 

   また、当時のＡ社の経理担当者は、「乗組員は、職種にかかわらず、全

員を船員保険に加入させていた。」と供述しており、船員であった複数の

同僚も、「本人の希望にかかわらず、船員は全員が船員保険に加入してい

た。」旨の供述をしている。 

   さらに、申立人と同年齢で、申立人と同じＢ職だったとする同僚は、

「乗船と同時に船員保険に加入したと思う。」と供述しており、オンライ

ン記録において、当該同僚が勤務したとする期間は船員保険被保険者期間



                      

  

となっていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同一職種で同年代

である複数の同僚のＡ社における申立期間の社会保険事務所（当時）の記

録から、昭和 33 年５月から 35 年８月までは 9,000 円、同年９月から 36

年３月までは１万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間においてＡ社に係る船員保険被保険者台帳に整理番号の欠番

は無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え

られない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出

された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録

していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該

社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年５月から 36 年３月までの保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る船員保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5786 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 18 年３月１日から 20 年５月１日まで

の期間及び同年６月１日から同年７月１日までの期間について、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額について、

＜標準報酬月額＞（別添一覧表参照）に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年２月 10 日から 20 年７月１日まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月

額が、実際に支給された給与額に比べて低い額で記録されていると思う

ので、調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間のうち、平成 18 年３月から 20 年４月までの期間

及び同年６月の標準報酬月額については、Ａ社の担当税理士から提出され

た所得税源泉徴収簿又は厚生年金保険料等の各月控除額明細書において確

認できる報酬月額及び保険料控除額から、＜標準報酬月額＞（別添一覧表

参照）に訂正することが必要である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務



                      

  

の履行については、事業主から回答が得られないが、申立期間のうち、平

成 18 年３月１日から 20 年７月１日までの期間において、上記の源泉徴収

簿及び各月控除額明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額に

見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準報酬月額が長期にわた

り一致していないことから、事業主は上記の各月控除額明細書において確

認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 18 年２月及び 20 年５月の標準報酬月額に

ついては、上記の厚生年金保険料等の各月控除額明細書から、18 年２月

の報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は 22 万円で

あるところ、当該標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額

（22 万円）と一致しており、20 年５月の報酬月額及び厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額は 32 万円であるところ、当該標準報酬月額は、

オンライン記録において確認できる標準報酬月額（34 万円）より低額で

あることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間について、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 



                      

  

  別添 

期間 標準報酬月額 

平成 18 年３月及び同年４月 44 万円 

平成 18 年５月 38 万円 

平成 18 年６月 36 万円 

平成 18 年７月 38 万円 

平成 18 年８月 36 万円 

平成 18 年９月 38 万円 

平成 18 年 10 月から同年 12 月まで 41 万円 

平成 19 年１月 44 万円 

平成 19 年２月 47 万円 

平成 19 年３月及び同年４月 44 万円 

平成 19 年５月から同年７月まで 38 万円 

平成 19 年８月及び同年９月 36 万円 

平成 19 年 10 月から同年 12 月まで 38 万円 

平成 20 年１月 41 万円 

平成 20 年２月 44 万円 

平成 20 年３月及び同年４月 41 万円 

平成 20 年６月 38 万円 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社船舶Ｂにおける船員保険被保険者資格の取得日は、昭和

19 年９月 15 日であると認められることから、同社船舶Ｂの船員保険被保

険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年８月５日から同年９月 30 日まで 

    私は、Ａ社の船舶Ｂに昭和 19 年８月５日から同年 10 月４日まで乗船

していたが、申立期間の船員保険の被保険者記録が欠落している。申立

期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 19 年９月 15 日から同年９月 30 日までの期間に

ついて、オンライン記録によると、申立人のＡ社船舶Ｂにおける船員保険

被保険者資格の取得日は、同年９月 30 日、同資格の喪失日は同年 10 月４

日となっている。 

   しかしながら、Ａ社船舶Ｂに係る船員保険被保険者名簿において、上記

の被保険者期間は記載されておらず、申立人と同姓同名で、生年月日が異

なる者が、昭和 19 年９月 15 日に船員保険の被保険者資格を取得し、同年

10 月３日に同資格を喪失した旨の記録が確認できる。 

   また、Ａ社が保管している人事記録から、申立人は、同社船舶Ｂに昭和

19 年８月５日から同年 10 月４日まで乗船していたことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の記録は、申立人の船員保険被保険

者記録であり、申立人のＡ社船舶Ｂにおける船員保険の資格取得日に係る

記録を昭和 19 年９月 15 日とすることが妥当である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 19 年８月５日から同年９月 15 日までの期

間について、上記の人事記録から、申立人は、Ａ社船舶Ｂに乗船していた

ことは確認できるものの、当該期間において、同社船舶Ｂは、船員保険の

適用船舶であったことが確認できない。 



                      

  

   また、上記被保険者名簿の記録において申立人が船員保険の被保険者資

格を取得した日と同日の昭和 19 年９月 15 日付けでＡ社船舶Ｂの船員保険

被保険者資格を取得した者は申立人を含め 11 名確認できるものの、同年

９月 14 日以前に被保険者資格を取得した者は確認できず、ほかに同社船

舶Ｂに係る船員保険被保険者名簿は見当たらない。 

   さらに、Ａ社は、「当時の資料が無いため、不明。」と回答しているこ

とから、船員保険料の控除について確認することができない。 

   このほか、申立人は、船員保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等を所持しておらず、申立人の当該期間に

おける船員保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、当該期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間について、申立人のＡ社における船員保険被保険者の資格取得

日は昭和 30 年３月 23 日、資格喪失日は同年４月 22 日であると認められ

ることから、申立人に係る船員保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 4,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年３月 23 日から同年４月 22 日まで 

    私は、昭和 29 年９月 27 日からＡ社所有の船舶Ｂに乗船し、一時期、

Ｃ氏所有の船舶に乗ったが、Ｄ社に移るまで、Ａ社所有の船舶に船員と

して継続して乗っていた。 

    しかし、船員保険の被保険者記録では、Ｃ氏において昭和 30 年３月

23 日に資格喪失し、Ｄ社において同年４月 21 日に資格取得となってお

り、申立期間の被保険者記録が１か月欠落している。 

    調査の上、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る船員保険被保険者名簿及び申立人に係る船員保険被保険者台

帳（旧台帳）によると、申立人の資格取得日は昭和 29 年９月 27 日、資格

喪失日は 30 年４月 22 日と記載されているほか、当該被保険者期間のうち、

同年２月１日から同年３月 23 日までの期間は、船舶所有者Ｃ氏において

同年２月１日に資格取得、同年３月 23 日に資格喪失と記載されており、

船舶所有者Ｃ氏に係る被保険者期間が重複していることが確認できる。 

   一方、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 29 年９

月 27 日に被保険者資格を取得し、30 年２月１日に同資格を喪失、同日に

船舶所有者Ｃ氏において被保険者資格を取得し、同年３月 23 日に同資格

を喪失、同年４月 21 日にＤ社において被保険者資格を取得となっており、



                      

  

申立期間が被保険者期間となっていないことが確認できる。 

   このことについて、Ｅ年金事務所は、「当初の船員保険被保険者期間中

に、別の船舶所有者における被保険者期間がある場合、この船舶所有者に

係る被保険者期間の喪失日以降に当初の被保険者期間があれば、別の船舶

所有者に係る資格喪失日を当初の船舶所有者における資格取得日とするよ

うに記録を補正している。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間について、Ａ社におけ

る船員保険被保険者の資格取得日は昭和 30 年３月 23 日、資格喪失日は同

年４月 22 日であると認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿及び被

保険者台帳の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5789 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、Ａ社に係る標準賞与額の記録を平成 15 年８月 14 日及び同年 12 月

30 日は 30 万円、16 年８月 13 日は 25 万円、同年 12 月 30 日は 27 万円、

17 年８月 12 日は 23 万円、同年 12 月 30 日は 25 万円、18 年８月 12 日は

31 万 5,000 円、同年 12 月 30 日は 30 万 7,000 円に訂正することが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 14 日 

             ② 平成 15 年 12 月 30 日 

             ③ 平成 16 年８月 13 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 30 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 12 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 30 日 

             ⑦ 平成 18 年８月 12 日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 30 日 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、平成 15 年から 18 年までの各年

８月及び 12 月の賞与について厚生年金保険の記録に反映されていない。

当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、厚生年金保険の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から④までについては、Ａ社が保管する賞与支払明細書では、



                      

  

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていた旨の記載は無いが、事業主は、「総報酬制が導

入されて間もない平成 15 年及び 16 年においては、当社では、各年度末頃

に厚生年金保険料の調整処理を行っていた。月々の厚生年金保険料を過大

に徴収したことに伴う調整処理を行った結果、15 年及び 16 年における４

回分の賞与に係る厚生年金保険料について、申立人の賞与から源泉控除す

るのと同等の処理を行ったものと考えている。」と回答しているところ、

同社が保管する賃金台帳から、15 年及び 16 年において、申立人は、４回

分の賞与額に見合う厚生年金保険料を負担していたことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①から④までについ

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められ、申立人の当該期間に係る標準賞与額

については、平成 15 年８月 14 日及び同年 12 月 30 日は 30 万円、16 年８

月 13 日は 25 万円、同年 12 月 30 日は 27 万円に訂正することが必要であ

る。 

   申立期間⑤から⑧までについては、Ａ社が保管する賞与支払明細書から、

申立人は、当該期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立人の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、賞与支払明細書において確認で

きる保険料控除額又は支給額から、平成 17 年８月 12 日は 23 万円、同年

12 月 30 日は 25 万円、18 年８月 12 日は 31 万 5,000 円、同年 12 月 30 日

は 30 万 7,000 円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時に賞与支払届の提出を行っておらず、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行った

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間①から⑧までの標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5790 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）に

おける厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 54 年８月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年７月 31 日から同年８月１日まで 

    私は、Ａ社を分社化したＢ社に昭和 54 年８月１日に異動したが、Ａ

社における厚生年金保険資格喪失日が同年７月 31 日となっており、同

年７月の厚生年金保険の被保険者記録が無い。１日も休まず継続して勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社の人事担当者の供述及び雇用保険の記録から判断すると、申立人は

Ａ社に継続して勤務し（昭和 54 年８月１日に、同社からＢ社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

54 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭

和 54 年８月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年７月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を



                      

  

厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に

係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5791 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 40 年 10 月 25 日から 41 年４月 16 日までの期間

について、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格喪失日は、同年４月

16 日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については３万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年 10 月 25 日から 41 年４月 16 日まで 

             ② 昭和 41 年５月頃から同年６月頃まで 

             ③ 昭和 41 年６月頃から同年７月頃まで 

             ④ 昭和 41 年７月頃から 51 年 10 月１日まで 

    私の年金記録を見ると、昭和 38 年 11 月４日にＡ社に入社し、41 年

４月頃まで勤務していたが、40 年 10 月 25 日から 41 年４月頃までの厚

生年金保険被保険者記録が欠落している。 

    また、昭和 41 年５月頃にＢ社、同年６月頃にＣ社に勤務していた全

ての期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

    さらに、昭和 41 年７月頃にＤ社に入社し、平成 10 年 12 月頃まで勤

務していたが申立期間④の厚生年金保険被保険者記録が欠落している。 

    それぞれの申立期間について、確かに勤務していたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、当時、Ａ社において社会保険事務を担当していた

とする同僚は、「従業員の最後の出勤日は覚えていないが、申立人は、従

業員の最後の出勤日までいたと思う。従業員の最後の給料から厚生年金保

険料を控除した。」と述べているところ、同社における被保険者の最後の

資格喪失日が昭和 41 年４月 16 日であることから、申立人が当該期間に同



                      

  

社に勤務していたことが認められる。 

   また、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者の資格喪失日は、昭和 40 年 10 月 25 日となっているものの、同社

に係る申立人の被保険者原票には、健康保険被保険者証の返納日が 41 年

７月 18 日、進達日が同年７月 25 日と記載されていることから、同社が適

用事業所でなくなった日（以下「全喪日」という。）である同年４月 15

日より後に遡って申立人の資格喪失に係る処理が行われたことがうかがえ

る。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、健康保険

被保険者証の返納日が昭和 41 年７月 18 日と記載されている者が７名、進

達日が同年７月 25 日と記載されている者が 10 名確認でき、これらのこと

から同社の全喪日より後において、複数の者の資格喪失に係る処理が行わ

れたことがうかがえる上、これらの者の資格喪失日は、同年４月 16 日と

記録されている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 40 年 10 月 25 日

に被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は見当たらず、当

該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の

資格喪失日は、Ａ社における被保険者の最後の資格喪失日と同日の 41 年

４月 16 日であると認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、申立人の当該喪失処理前の社会保険

事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間②について、申立人は、Ａ社を退職後、Ｂ社に勤務した

と主張している。 

   しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿による

と、同社は昭和 30 年２月 15 日に全喪しており、当該期間においては厚生

年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、申立人が記憶し、上記被保険者名簿に記録がある同僚の親族から、

申立期間②当時は、Ｂ社は既に閉鎖していた旨の証言を得ている上、当該

期間において、上記の同僚は国民年金に加入し、保険料を納付しているこ

とが確認できる。 

   さらに、申立人が記憶する同僚は、既に死亡していることから、申立人

の保険料控除に関する供述を得ることができない。 

   申立期間③について、申立人は、Ｂ社の同僚が設立したＣ社に１か月ほ

ど勤務したと主張しているところ、同僚の親族は、「Ｂ社の閉鎖後、従業

員はＣ社に勤務した。」と証言している。 

   しかし、オンライン記録によると、Ｃ社は厚生年金保険の適用事業所と

なっていないことが確認できる。 

   また、当時の事業主は、当該期間において国民年金に加入し、保険料を



                      

  

納付していることが確認できる。 

   さらに、申立人は、当該期間において、事業主のほか、従業員は自身以

外にはいなかったと供述していることから、Ｃ社は厚生年金保険の適用要

件を満たしていなかったことがうかがえる。 

   加えて、事業主は、既に死亡しており、申立人の保険料控除に関する回

答を得ることができない。 

   申立期間④について、Ｄ社に係る申立人の雇用保険の加入記録は昭和

47 年５月１日から平成 10 年 12 月 20 日まで確認でき、申立人の所持する

写真の裏には、「昭和 44 年６月８日 Ｄ社家族慰安会」と記載されてい

る。 

   しかし、申立人は、昭和 41 年７月頃から 47 年４月までの期間について

は、Ｄ社に係る雇用保険の加入記録は確認できない上、同僚から、同社の

近くには同業種の事業所が多く集まっており、従業員は転職することが多

く、申立人も何回か近くの同業種の事業所に転職し、また同社に再入社し

ていたと述べている。 

   また、当時の事業主は、「申立人は、20 年ほどは継続して勤務してい

たが、それ以前は入退社を繰り返していた。厚生年金保険に加入させるま

では保険料は控除していない。」と回答している。 

   さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、当該期間

において申立人の名前は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   加えて、Ｄ社に係る上記被保険者原票において厚生年金保険被保険者記

録のある同僚に照会を行ったが、死亡又は所在不明のため申立人の保険料

控除に係る供述を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間②から④までにおける厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間②から④までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5792 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 35 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年 10 月 25 日から 35 年４月１日まで 

    私は、昭和 28 年から 35 年３月までＡ社に継続して勤務し、同年４月

にＢ社に異動した。しかし、34 年 10 月 25 日から 35 年４月１日までの

期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。申立期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与明細書及び昭和 34 年分給与所得の源泉徴収

票並びに申立人と同時期にＡ社からＢ社に異動した同僚の証言から、申立

人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書及び給与所

得の源泉徴収票から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社は昭和 43 年に解散しており、事業主の連絡先も

不明のため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否にかについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5793 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年２月 29 日から同年３月１日まで

の期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＢ社における資格喪失日に係る記録

を同年３月１日に訂正し、同年２月の標準報酬月額を９万 8,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年 11 月１日から 46 年８月１日まで 

             ② 昭和 47 年２月 29 日から同年３月１日まで 

    厚生年金保険の記録によると、私がＡ社に勤務していた期間のうち、

昭和 44 年 11 月１日から 46 年８月１日までの期間に係る標準報酬月額

は同額で推移しているが、同僚の標準報酬月額は、44 年 11 月及び 45

年７月に増額しているとのことである。また、私は、47 年３月１日付

けで出向先のＢ社からＡ社に復帰したが、同年２月の厚生年金保険の被

保険者記録が無い。 

    調査の上、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人から提出された辞令及び雇用保険の記録か

ら判断すると、申立人がＡ社及び同社の関連会社であるＢ社に継続して勤

務し（昭和 47 年３月１日に、Ｂ社からＡ社へ復帰）、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和

47 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、９万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47 年３

月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 29

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間①について、申立人は、｢同僚の標準報酬月額は昭和 44

年 11 月及び 45 年７月に増額しているものの、自分の標準報酬月額は同額

で推移しているのは納得できない。｣と主張している。 

   しかしながら、Ａ社は、｢当該期間に係る賃金台帳等の資料を保管して

いないことから、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認する

ことができない。｣と回答している。 

   また、申立人は、「申立てどおりの厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等は見当たらない。」と

供述している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の標準報酬月額の記載内容に不備は見当たらず、オンライン記録とも一

致しており、標準報酬月額が遡及訂正された形跡も認められない。 

   このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5794 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成元年 10 月１日から２年 10 月１日までの期間につ

いて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を元年 10 月及び同年 11 月は 32 万円、同年 12

月から２年９月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成５年１月１日であると

認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については 38 万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年 10 月１日から３年７月１日まで 

             ② 平成４年 12 月 30 日から５年１月１日まで 

    私のねんきん定期便を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、

平成元年 10 月から３年６月までの標準報酬月額が 22 万円となっており、

前後の期間の標準報酬月額と比較して低額となっている。同社に勤務し

た期間は給料が下がったことは無く、改ざんされていると思うので、改

ざん前の標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

    また、Ａ社の厚生年金保険の資格喪失日が平成４年 12 月 30 日となっ

ているが、雇用保険被保険者離職票には離職日が同年 12 月 31 日となっ

ているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

   申立期間①について、当該期間のうち、平成元年 10 月１日から同年 12

月１日までの期間については、申立人が所持する同年分の給与所得の源泉

徴収票により、申立人は、標準報酬月額 36 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

   また、平成元年 12 月１日から２年 10 月１日までの期間については、申

立人から給与明細書等の資料の提出は無いものの、オンライン記録におけ

る当該期間の標準報酬月額は、直前の標準報酬月額と同額であることから、

申立人は、申立期間①のうち、同年 10 月１日の定時決定までの期間にお

いては、元年 10 月及び同年 11 月と同額の標準報酬月額（36 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと考えること

が自然である。 

   一方、平成２年 10 月１日から３年７月１日までの期間について、当該

期間のうち、２年 10 月１日から同年 12 月１日までの期間は、申立人から

給与明細書等の資料の提出は無いが、平成３年分給与所得の源泉徴収票に

より、２年 12 月１日から３年７月１日までの期間は、社会保険事務所

（当時）に記録されている標準報酬月額に基づく保険料が控除されている

ことが確認できることから、申立人は、２年 10 月１日から３年７月１日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、平成元年 10 月１日か

ら２年 10 月１日までの期間について、申立人は、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定し又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、平成元年分給与所得の源泉徴収票において確認できる支払

金額から、平成元年 10 月及び同年 11 月は 32 万円、当該源泉徴収票から

推認できる保険料控除額から、同年 12 月から２年９月までは 36 万円とす

ることが妥当である。 

   なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主から回答を得ることができず不

明であり、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

   申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における

厚生年金保険被保険者資格の喪失日は平成４年 12 月 30 日となっているが、

当該喪失した旨の処理が行われたのは同社が適用事業所に該当しなくなっ

た日（４年 12 月 30 日）より後の５年２月３日であることが確認できる。 

   一方、雇用保険の加入記録及び申立人が所持する平成４年分給与所得の

源泉徴収票から、申立人が当該期間にＡ社に勤務していたことが認められ

る。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年 12 月 30 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は雇用

保険の記録における離職日の翌日である５年１月１日であると認められる。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該喪失処理前の

社会保険事務所の記録から、38 万円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5795 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年 11 月１日から 37 年２月１日ま

での期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社にお

ける資格取得日に係る記録を 36 年 11 月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年９月１日から 37 年２月１日まで 

    私は、かつて勤務したＡ社に昭和 36 年８月 22 日から 37 年５月 15 日

まで再度勤務したが、厚生年金保険の記録によると、再入社時の被保険

者資格の取得日が 36 年９月１日となるべきところ、37 年２月１日とな

っているため、申立期間が被保険者期間となっていない。調査の上、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 36 年 11 月１日から 37 年２月１日までの期間に

ついて、36 年 10 月にＡ社に再入社し、申立人と同一の作業班に所属して

いた同僚は、「申立人は、私が再入社した同年 10 月には同社に戻ってい

た。」と述べており、同年 11 月に再入社した同僚も同様の供述をしてい

る。 

   また、申立人は昭和 36 年 11 月に撮影されたＡ社従業員の集合写真を所

持しており、当該写真には申立人が写っていることが確認できる。 

   さらに、上記の２名の同僚は、「Ａ社に再入社した翌月には、厚生年金

保険の被保険者となった。」と供述しており、当該供述内容は、これらの

者の厚生年金保険の被保険者記録とも符合している上、複数の同僚が、

「当該期間当時、Ａ社には 25 名程度の従業員がおり、１名から２名のパ



                      

  

ート従業員を除き、全て男性正社員であった。事業主は、新規入社や再入

社を問わず、正社員を例外無く社会保険に加入させる取扱いをしてい

た。」と述べている。 

   加えて、当該期間当時、申立人と同様にＡ社に再入社した複数の同僚の

オンライン記録から、同社において厚生年金保険被保険者資格を取得した

従業員の大半の資格取得日が「１日付け」となっていることが確認できる

ところ、複数の同僚が、「１日付けで就職した従業員はまれである。」と

証言していることから、事業主は厚生年金保険被保険者資格の取得日を

「１日」とする取扱いをしていたことがうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、厚生

年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 36 年 11 月１日から 37

年２月１日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

37 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は死亡している上、役員の所在も不明であり確認できず、このほ

かにこれを確認できる関連資料が無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

   一方、昭和 36 年９月１日から同年 11 月１日までの期間について、複数

の同僚に照会したものの、申立人のＡ社への再入社日を記憶する者はおら

ず、申立人は、再入社日及び厚生年金保険料の控除が確認できる給与明細

書及び源泉徴収票等の資料を所持していないことから、申立人は、当該期

間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5796 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日

に係る記録を昭和 24 年７月 14 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

2,500 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年７月 14 日から同年８月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録によると、私が昭和 24 年７月にＡ社Ｂ工

場から同社本社へ異動した時期の被保険者記録が無い。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ａ社から提出された在職証明書及び人事記録並びにＣ

健康保険組合から提出された被保険者名簿から判断すると、申立人は同社

に継続して勤務し（同社Ｂ工場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、Ａ社Ｂ工場は昭和 24 年７月 14 日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっていることから、同日とすることが妥当で

ある。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における

昭和 24 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、2,500 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は当時の資料が無く不明と回答しており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざる



                      

  

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 49 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万

4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月 28 日から同年３月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険者記

録が無い。私は昭和 45 年４月１日から 49 年２月 28 日まで同社で勤務

していた。退職時の給与明細書を所持しており、給与から厚生年金保険

料が控除されている。同社の退職日は同年２月 28 日で間違いなく、厚

生年金保険被保険者資格喪失日は同年３月１日となるはずである。申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している昭和 48 年分給与所得の源泉徴収票、49 年２月分

及び同年３月分給料明細書並びに 49 年分退職所得の源泉徴収票・特別徴

収票（適格年金制度）により、申立人は 45 年３月 30 日から 49 年２月 28

日までＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する昭和 49

年３月分の給与明細書の厚生年金保険料額及び申立人のＡ社における同年

１月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万 4,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は当時の資料が残っておらず不明としているが、事業主が



                      

  

被保険者資格喪失日を昭和 49 年３月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年２月 28 日と誤って記録するとは考え難いこと

から、事業主が同日を厚生年金保険の被保険者資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5798 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録

を平成 17 年 12 月９日は 38 万 5,000 円、18 年７月 14 日は 35 万円、同年

12 月８日は 37 万 5,000 円、19 年 12 月 14 日は 40 万円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

             ② 平成 18 年７月 14 日 

             ③ 平成 18 年 12 月８日 

             ④ 平成 19 年 12 月 14 日 

    日本年金機構から届いた「ねんきん定期便」によると、Ａ事業所で支

給された賞与のうち、申立期間の４回の賞与について、厚生年金保険料

が控除されていたにもかかわらず当該賞与に係る記録が無いため、調査

の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された賞与明細書によると、申立人は、申立期間にお

いて、同事業所から賞与の支払を受け、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 



                      

  

   したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細書において確

認できる保険料控除額から、平成 17 年 12 月９日は 38 万 5,000 円、18 年

７月 14 日は 35 万円、同年 12 月８日は 37 万 5,000 円、19 年 12 月 14 日

は 40 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に

対して提出しておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、当該賞与

額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5799 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 53 年８月１日であると認め

られることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、昭和 53 年３月から同年７月までの標準報酬月額については、８

万 6,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年３月 26 日から同年８月頃まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 53 年３月 26 日から同年８月頃

までの厚生年金保険被保険者記録が無い。私は 52 年 11 月に同社に入社

し、同社が倒産する 53 年８月頃まで勤務していた。同社に勤務してい

た当時の給与明細書も所持している。申立期間に同社に勤務していたこ

とに間違いなく、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年 11 月にＡ社に入社し、同社が倒産した 53 年８月

頃まで勤務していたと述べているところ、オンライン記録では、申立人は、

同年３月 26 日に同社の厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが

確認できる。 

   しかしながら、Ａ社に勤務していた複数の同僚は、「申立人は、Ａ社が

倒産した昭和 53 年８月頃まで継続して勤務していた。」と回答している

上、雇用保険の記録においても、申立人が同年８月１日まで同社に継続し

て勤務していたことが確認できる。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、同社が昭和

53 年８月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理が同

年９月 14 日に行われているところ、同日付けで申立人が同年３月 26 日に

資格を喪失した旨の処理が行われている上、同様の処理が行われている者



                      

  

が申立人以外に 17 人確認でき、当該 17 人のうち複数の同僚は、申立人と

同様に同社が倒産した同年８月頃まで勤務していたと供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 53 年３月 26 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、Ａ

社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年８月１日であると認めら

れる。 

   なお、昭和 53 年３月から同年７月までの標準報酬月額については、申

立人に係るＡ社の上記被保険者名簿の同年２月の記録から、８万 6,000 円

とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｄ社）Ｂ支部

における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 26 年４月１日から平成７年１月７日まで、Ａ社及び同社

の関連会社に継続して勤務していた。 

    厚生年金保険の記録では、Ａ社Ｂ支部で昭和 38 年３月 31 日に資格喪

失、同社Ｃ支部で同年４月１日に資格取得となっているが、転勤しただ

けなので、被保険者記録が１か月欠落しているのはおかしい。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社が提出した人事記録、同僚の供述及び雇用保険の記録から判断する

と、申立人が継続してＡ社に勤務し（昭和 38 年４月１日に、Ａ社Ｂ支部

から同社Ｃ支部へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支部におけ

る昭和 38 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、当時の資料が無いため不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 38 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

 



                      

  

とから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5801 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 52 年４月１日から同年 10 月１日までの期間、53

年３月１日から同年９月１日までの期間及び 54 年４月１日から同年７月

１日までの期間について、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の標準

報酬月額は、52 年４月から同年９月までは 11 万円、53 年３月から同年８

月までは 11 万 8,000 円、54 年４月は 14 万 2,000 円、同年５月は 15 万円、

同年６月は 14 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月１日から 54 年７月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、Ａ事業所で勤務してい

た昭和 52 年４月１日から 54 年７月１日までの期間の標準報酬月額に見

合う厚生年金保険料額より、実際は、高い額の厚生年金保険料が給与か

ら控除されていた。給与明細書を提出するので、調査の上、給与から控

除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額の記録に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているところ、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断

することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持するＡ事

 



                      

  

業所の給与明細書及び事業主から提出された給料台帳において確認できる

報酬月額又は保険料控除額から、昭和 52 年４月から同年９月までは 11 万

円、53 年３月から同年５月までの期間、同年７月及び同年８月は 11 万

8,000 円、54 年４月は 14 万 2,000 円、同年５月は 15 万円、同年６月は

14 万 2,000 円とすることが妥当である。 

   また、申立期間のうち申立人が給与明細書を所持していない昭和 53 年

６月の申立人の標準報酬月額については、申立人の所持する同年５月及び

同年７月の給与明細書から、同年６月は 11 万 8,000 円とすることが妥当

である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 52 年 10 月から 53 年２月までの期間及び

同年９月から 54 年３月までの標準報酬月額については、社会保険事務所

（当時）の記録が、申立人の所持する給与明細書及び給料台帳の報酬月額

又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と一致又は上回っていることから、

訂正を認めることはできない。 

   なお、事業主が、申立人に係る昭和 52 年４月から同年９月までの期間、

53 年３月から同年８月までの期間及び 54 年４月から同年６月までの期間

に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否かについては、事業主は、

提出した資料以外の資料は保管していないため確認することができず、不

明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5802 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、平成 12 年 12 月から 13 年９月までは 41 万円、同年 10 月から

14 年９月までは 44 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 41 万円に訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年 12 月 21 日から 15 年１月 31 日まで 

    私は、平成 12 年 12 月 21 日から 21 年８月 31 日までＡ社に勤務して

いた。 

    この期間のうち、平成 12 年 12 月から 14 年 12 月までの標準報酬月額

が遡って下げられている。標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、

平成 12 年 12 月から 13 年９月までは 41 万円、同年 10 月から 14 年９月ま

では 44 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 41 万円の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、

当初、申立人が主張する平成 12 年 12 月から 13 年９月までは 41 万円、同

年 10 月から 14 年９月までは 44 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 41

万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなった日（平成 15 年１月 31 日）より後の 15 年２月５日付けで、12

年 12 月に遡及して、標準報酬月額を９万 8,000 円に引き下げられている

上、申立人のほかに、複数の従業員の標準報酬月額の記録が遡及して引き

下げられていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所がかかる処理を行う合理



                      

  

的な理由はなく、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正が

あったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た、平成 12 年 12 月から 13 年９月までは

41 万円、同年 10 月から 14 年９月までは 44 万円、同年 10 月から同年 12

月までは 41 万円に訂正することが必要であると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5803 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 46 年３月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 9,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月 28 日から同年３月１日まで 

    Ａ社Ｃ支店に勤務していた昭和 46 年２月について、給与から厚生年

金保険料が控除されていたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記

録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の被保険者記録から、申立人が申立期間においてＡ社

に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人の所持するＡ社Ｃ支店の給与支給票から、同社における厚

生年金保険料の控除は、翌月の給与からの控除であることが確認できると

ころ、昭和 46 年２月分の給与支給票及び同年２月分の時間外勤務手当に

係る給与支給票のいずれにおいても厚生年金保険料が控除されていること

から、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する昭和 46

年２月分時間外勤務手当に係る給与支給票の保険料控除額から、３万

9,000 円とすることが妥当である。 

   また、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した



                      

  

か否かについては、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日を昭和 46 年３月１日と届け出たにもかかわら

ず、社会保険事務所（当時）がこれを同年２月 28 日と誤って記録すると

は考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5804 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年３月８日から 41 年３月１日まで 

             ② 昭和 41 年３月 25 日から 43 年３月 11 日まで 

             ③ 昭和 43 年５月 15 日から 46 年１月 31 日まで 

             ④ 昭和 47 年７月 21 日から同年 12 月 21 日まで 

    日本年金機構から脱退手当金の確認はがきが届いたので内容を確認し

たところ、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社に勤務していた四つの期間が脱退

手当金を支給済みの記録となっていた。しかし、脱退手当金の手続をし

た覚えも受け取った覚えも無いので、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の一つの事業

所に係る被保険者期間及び申立期間の間にある二つの事業所に係る被保険

者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となっており、申

立人が、七つの事業所に係る被保険者期間のうち、三つの事業所に係る被

保険者期間を失念するとは考え難い。 

   また、未請求となっている被保険者期間のうち、二つの事業所に係る被

保険者期間と申立期間の被保険者期間はいずれも同一の厚生年金保険被保

険者台帳記号番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期

間が存在することは事務処理上不自然である。 

   さらに、申立期間の最終事業所であるＡ社における厚生年金保険の加入

期間は、脱退手当金の請求要件である 24 か月に満たない５か月であり、

当該被保険者期間単独では受給権が発生しないことから、同社の事業主が



                      

  

申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5805 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）Ｂ事業

所における資格喪失日に係る記録を昭和 29 年９月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ も申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 28 年４月１日から 58 年 11 月１日までＡ社に継続して勤

務していたが、厚生年金保険の記録によると、同社Ｂ事業所から同社Ｄ

事業所に転勤した際の 29 年８月が厚生年金保険の被保険者期間となっ

ていないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社の事業主から提出されたＡ社の従業員名簿及び雇用保険の記録から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｂ事業所から同社Ｄ事

業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、上記従業員名簿の記録及びＣ社の事業主の供

述から、昭和 29 年９月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける昭和 29 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主がＡ社Ｂ事業所における資格

喪失日を昭和 29 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所



                      

  

がこれを同年８月 31 日と記録するとは考え難いことから、事業主が同日

を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5806 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、平成２年１月から同年６月までは 41 万円、同年７月及び同年

８月は 47 万円、同年９月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７

年２月までは 59 万円、同年３月から８年１月までは 44 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年１月１日から８年２月 29 日まで 

    私は、平成元年６月１日から８年２月 28 日までＡ社に勤務していた。 

    しかし、平成２年１月から８年１月までの標準報酬月額について、遡

って引き下げられているので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成２年１月から同年６月までは 41 万円、同年７月及び同年８月は

47 万円、同年９月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年２月

までは 59 万円、同年３月から８年１月までは 44 万円と記録されていたと

ころ、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日（平成８年２月 29

日）より後の同年３月 11 日付けで、遡って９万 2,000 円に引き下げられ

ており、申立人を除く２名の取締役についても、申立人と同様、同年３月

11 日付けで、標準報酬月額が９万 8,000 円に引き下げられていることが

確認できる。 

   また、Ａ社の商業登記簿謄本によると、申立人は同社の取締役であった

ことが確認できるが、事業主は、「申立人はＢ職であり、社会保険事務に

関与していない。」と証言していることから、申立人が当該訂正処理に関

与していたとは考え難い。 



                      

  

   これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる

処理を行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついて有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成２年１月

から同年６月までは 41 万円、同年７月及び８月は 47 万円、同年９月から

６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年２月までは 59 万円、同年３

月から８年１月までは 44 万円に訂正することが必要であると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5807 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額を、平成２年 10 月から３年９月までは 30 万円、同年

10 月から４年９月までは 28 万円、同年 10 月から５年９月までは 34 万円、

同年 10 月から６年９月までは 32 万円、同年 10 月から７年９月までは 38

万円、同年 10 月から同年 12 月までは 36 万円に訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 10 月１日から８年１月 31 日まで 

    日本年金機構からの通知で、平成２年 10 月から７年 12 月までの標準

報酬月額が、会社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後である８

年２月 27 日に遡及して減額訂正処理されていることが分かったので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初、申立人が主張する平成２年 10 月から３年９月までは 30 万

円、同年 10 月から４年９月までは 28 万円、同年 10 月から５年９月まで

は 34 万円、同年 10 月から６年９月までは 32 万円、同年 10 月から７年９

月までは 38 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 36 万円と記録されてい

たところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成

８年１月 31 日）より後の８年２月 27 日付けで遡って９万 2,000 円に引き

下げられていることが確認できる。 

   また、申立人と同様にＡ社の申立期間における厚生年金保険被保険者３

名についても、標準報酬月額が遡って減額訂正処理されていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような処理を行う合理的な理由

は見当たらない。 



                      

  

   さらに、申立期間当時の取締役は、「Ａ社は、社会保険料を滞納してい

たので、私が社会保険事務所の職員と話し合って、遡及訂正して穴埋めす

ることに決めた。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついて、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額を、当初、事業主が社会保険事務所に届け出た、平成２年

10 月から３年９月までは 30 万円、同年 10 月から４年９月までは 28 万円、

同年 10 月から５年９月までは 34 万円、同年 10 月から６年９月までは 32

万円、同年 10 月から７年９月までは 38 万円、同年 10 月から同年 12 月ま

では 36 万円に訂正することが必要であると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5808 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月 21 日から同年 11 月 21 日まで 

    Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、給与明細

書に記載されている厚生年金保険料に見合う標準報酬月額に比べ低いの

で、調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、32 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなった日（平成５年３月 27 日）より後の７年３月３日付け

で、遡及して８万円に減額訂正処理されている上、申立人と同様に 26 名

の被保険者についても標準報酬月額が遡及して訂正処理されていることが

確認できる。 

   また、申立人が所持している申立期間の給与明細書に記載されている厚

生年金保険料に見合う標準報酬月額は、当該訂正処理前の標準報酬月額と

一致している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、

有効な記録の訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は事業主が社会保険事務所に当初届け出た 32 万円に訂正するこ

とが必要と認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5809 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年２月９日から 37 年 10 月 16 日まで 

             ② 昭和 38 年５月６日から同年 12 月 26 日まで 

             ③ 昭和 39 年１月 16 日から同年４月１日まで 

             ④ 昭和 39 年８月１日から同年 12 月１日まで 

             ⑤ 昭和 45 年７月 21 日から 46 年２月 22 日まで 

    私の年金記録を確認したところ、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に

勤務していた期間に係る厚生年金保険の被保険者期間が、脱退手当金を

支給済みの記録になっていた。脱退手当金を受け取っていないので、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、Ｃ社に係る被保険者期間のう

ち、昭和 39 年４月１日から同年７月２日までの期間についてはその計算

の基礎とされておらず、未請求となっている。 

   しかしながら、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者記録は同一番号で管理

されていながら、請求期間と未請求期間があることになる上、この未請求

期間を管轄する社会保険事務所（当時）は、最終事業所を管轄する社会保

険事務所と同一であることから、事務処理上不自然である。 

   また、申立人は、「子供の保育園に近い所に転職したいと思いＥ社を退

職した。退職後すぐに就職活動を行ったが、条件に合う仕事を見付けるの

に時間がかかった。」と述べているところ、Ｅ社を退職した約９か月後に

厚生年金保険被保険者資格を取得していることを踏まえると、申立人が脱



                      

  

退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。

 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 5622（事案 3375の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年８月から 45 年９月までの期間、46 年５月から同年６月

までの期間及び 47 年 10 月から 51 年 12 月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年８月から 45年９月まで 

② 昭和 46年５月から同年６月まで 

③ 昭和 47年 10月から 51年 12月まで 

私は、昭和 43 年８月に国民年金に加入するために帰化し、国民年金の加

入手続を行った。その後、区役所で納付書により国民年金保険料を納付し

ていた。また、勤務先の会社を退職した後も、その都度、厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行い、市役所で保険料を納付したり、結婚後は

集金人に納付したこともあった。前回、申立てを行ったが、記録の訂正は

認められなかったことに納得がいかないため、再申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号の任意加入被保険者の被保

険者資格取得時期から、昭和 52 年１月頃に払い出されていることが推認で

き、申立人が所持する年金手帳でも、同年同月に国民年金に任意加入してい

ることが確認できることから、申立期間①から③までの期間は、国民年金の

未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間であり、ほか

に国民年金に加入していた事情もうかがえないことなどから、申立人が申立

期間の保険料を納付していたものと認めることはできないとして、既に当委

員会の決定に基づき、平成 22 年２月 24 日付けで年金記録の訂正は必要ない

とする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は昭和 43 年８月に帰化した後、国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたはずであると主張するが、

これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、申立人



 

  

に対して、52 年１月に払い出されている国民年金手帳記号番号とは別に申立

期間に係る手帳記号番号が払い出されていなかったか、再度調査を行ったが、

別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらなかった。 

   そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5623 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 55年３月まで 

私の妻に基礎年金番号通知書が届いた際、妻は古い年金手帳を所持して

おり、その手帳には国民年金に夫婦で加入した日が昭和 51 年 10 月と記入

されていたので、同通知書に同年同月と記入しておいた。よって、私が、

国民年金に加入した時期は、同年同月である。申立期間の国民年金保険料

については、妻が、夫婦二人分を一緒に自宅に来ていた集金人に納付して

いたにもかかわらず、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年 10 月に国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国

民年金保険料を一緒に納付していたと主張しているが、申立人と一緒に保険

料を納付していたとするその妻の申立期間の保険料も未納となっていること

から、申立内容と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年 12 月に夫婦連番で払

い出されていることが確認できるが、申立人は、過年度納付により申立期間

の国民年金保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無く、申立人は、申立期

間から手帳記号番号の払出時期を通じて同一区内に居住しており、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5624 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 55年３月まで 

私に基礎年金番号通知書が届いた際、古い年金手帳を所持しており、そ

の手帳には国民年金に夫婦で加入した日が昭和 51 年 10 月と記入されてい

たので、同通知書に同年同月と記入しておいた。よって、私が、国民年金

に加入した時期は、同年同月である。申立期間の国民年金保険料について

は、私が、夫婦二人分を一緒に自宅に来ていた集金人に納付していたにも

かかわらず、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年 10 月に国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国

民年金保険料を一緒に納付していたと主張しているが、申立人と一緒に保険

料を納付していたとするその夫の申立期間の保険料も未納となっていること

から、申立内容と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年 12 月に夫婦連番で払

い出されていることが確認できるが、申立人は、過年度納付により申立期間

の国民年金保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無く、申立人は、申立期

間から手帳記号番号の払出時期を通じて同一区内に居住しており、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5625 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年７月から 63 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 63年６月まで 

昭和 59 年７月頃に、私の母親が町役場で私の国民年金の加入手続を行っ

た。時期は分からないが国民年金保険料を納付するように町役場から通知

が届いたので、納付していなかった申立期間の保険料を４年分母親がまと

めて町役場の窓口で納付した。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年７月頃に、その母親が町役場で申立人の国民年金の加

入手続を行い、その後、納付していなかった申立期間の国民年金保険料を、

役場の窓口で母親が遡ってまとめて納付したと主張しているが、制度上、保

険料を４年間遡って納付することはできないことから、申立人の主張と一致

しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年４月に払い出されてい

ることが確認でき、申立期間の大半は時効により国民年金保険料を納付する

ことができない上、申立期間から手帳記号番号払出時点まで申立人の住所に

異動は無く、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5626 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年４月から 14 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 11年４月から 14年６月まで 

私は、平成 11 年に大学を卒業した後はアルバイトをしており、将来が不

安になったので、市役所の行政センターで年金について相談し、その後は

市役所の窓口で国民年金保険料を納付していたと思う。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を、市役所の窓口で納付していたは

ずであると主張しているが、申立人は、保険料の納付金額等の記憶が曖昧で

あることから、申立期間当時の保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間であり、

基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた

状況下である上、14 年以降は記録管理のシステム化が一層促進されたことか

ら、申立人に誤った納付書の発行、記録漏れ又は記録誤り等がなされたとは

考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5627 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年５月から 52 年３月までの期間及び 57 年 10月から 58 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 48年５月から 52年３月まで 

② 昭和 57年 10月から 58年 12月まで 

昭和 52 年６月に会社に勤めた際、母親から「大学生のときはやっておい

たから、社会人になったので、これからは自分で国民年金保険料を納付す

るように。」と言われたため、母親が私の国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付してくれていたと思う。 

その後の国民年金保険料は、私が区役所で納付書により毎月、又は手元

の金銭に余裕があるときは、２、３か月若しくは年払いなどにより、まと

めて未納が無いように納付していた。 

私は、申立期間①が未加入とされ、申立期間②の国民年金保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢私が大学生のときに、母親が国民年金の加入手続を行ってくれ

た。｣と主張しているが、申立人は、加入手続及び申立期間①の国民年金保

険料の納付について、直接関与しておらず、申立人の加入手続及び当該期間

の保険料の納付を行ったとするその母親からは、高齢のため証言が得られな

いことから、当該期間当時の加入状況及び保険料の納付状況が不明であるこ

とに加え、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加

入被保険者の加入状況から、申立人の加入手続時期は、昭和 53 年 10 月以降

と推認されることから、申立内容とも一致しない。 

   また、申立人は、申立期間①当時、大学生であったと述べていることから、

申立人が国民年金に加入するには、任意加入することとなるが、任意加入の



 

  

場合、遡って国民年金の被保険者資格を取得することも国民年金保険料を納

付することもできないことから、推認される加入手続時点において払い出さ

れた国民年金手帳記号番号では、当該期間の保険料を納付することができず、

申立人が、当該期間の保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払い

出される必要があるが、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらず、その形跡も無い。 

   さらに、申立人は、申立期間②について、｢自身で国民年金保険料を納付す

るようになってからは、納付書により毎月、又は手元の金銭に余裕があると

きは、２、３か月若しくは年払いなどにより、まとめて未納が無いように納

付していた。｣と主張している。しかし、当該期間直後の昭和 59 年１月から

61 年３月までの保険料の納付状況を見ると、オンライン記録において、59

年４月から 61 年３月までの保険料について免除の申請を行い、同年４月に

同期間の保険料を追納するとともに、その時点で時効が到来しておらず、遡

って納付することが可能であった 59 年１月から同年３月までの保険料も併

せて納付していることが確認でき、申立人の主張する納付方法とは一致して

いない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても新たな証言や

資料を得ることはできず、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5628 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 12 月から 43 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月から 43年８月まで 

私は、国民年金保険料をしばらくの期間、納付しておらず、正確な時期

は不明だが、申立期間である昭和 42年 12月から 43年８月までの間に、当

時居住していた区の区役所から呼び出され、区役所職員からの説明及び強

い要請に、私自身が納得したので、その場で申立期間の保険料をまとめて

１回で納付した。 

その際、国民年金の加入手続を行い、国民年金手帳をもらったかどうか

は記憶に無い。 

申立期間が未加入期間とされ、国民年金保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、正確な時期は不明だが、申立期間である昭和 42 年 12 月から 43

年８月までの間に、当時居住していた区の区役所から呼び出され、その区役

所職員の説明及び強い要請に納得したので、その場で申立期間の国民年金保

険料をまとめて１回で納付したと述べている。しかし、申立人が区役所を訪

れたとする時期について、42 年 12 月から 43 年４月までの間であったと仮定

した場合は、保険料の納付期限が到来していない同年同月以後の保険料の納

付を、区役所が要請するとは考えられず、同年５月以降であったと仮定した

場合は、42 年 12 月から 43 年３月までの保険料は、過年度納付するほか方法

が無く、区役所では過年度納付は行えないことから、申立人がどの時点で区

役所を訪問したとしても、当該期間の保険料を区役所でまとめて１回で納付

することができたとは考えにくい。 

   また、申立人は、申立期間直後の昭和 43 年９月に厚生年金保険の被保険者



 

  

となっており、申立人が主張する期間において、区役所が申立人の同年同月

の厚生年金保険の被保険者資格の取得を予見し得たとは考えられず、申立人

を呼び出し、同年８月を終期として国民年金保険料の納付の勧奨等が行われ

たと考えることは難しい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するには、申立人へ国

民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立人へ手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無いこ

とに加え、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金手帳の受領について

の記憶は無いとしており、当該期間当時の加入手続等の状況が不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5629 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 12 月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年 12月から４年３月まで 

私は、20 歳になった平成３年＊月は短期大学の学生であったが、私の父

親が、学生でも 20 歳になったら国民年金に加入しなければならないと私の

国民年金の加入手続を行ってくれていたはずである。加入手続後の国民年

金保険料については、自宅に送付された納付書により、父親が自宅近くの

金融機関で私と私の姉の二人分を一緒に納付していたと思う。申立期間が

未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年＊月頃、その父親が申立人の国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付していたはずであると主張しているが、申立人自

身は、加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金

の加入手続及び保険料の納付を行ったとするその父親から、申立期間当時の

状況について証言を得ることができないことから、国民年金の加入状況及び

保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号の国民年金第３号被保険者の該当処理日から、平成

６年２月と推認でき、申立期間は国民年金の未加入期間で国民年金保険料を

納付することができない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5630 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年６月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年６月から 51年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 48 年＊月に、町役場へ行き、国民年金の加入

手続を行った。その際に、窓口の職員に、国民年金手帳を渡されたと思う。

国民年金保険料の納付については、詳しく憶
おぼ

えていないが、私は、保険料

の納付は、強制だと思っているので、納付していないはずはない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 48 年＊月に、町役場へ行き、国民年金の加

入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の

番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加

入手続が行われたのは、51 年６月頃であると推認されることから、国民年金

の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年６月頃に払い出されて

いることが確認でき、申立人は、継続して同一町内に居住しており、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付方法、納付時期及び

納付金額について、具体的に憶
おぼ

えていない上、申立人の国民年金の加入手続

が行われたと推認される昭和 51 年６月頃の時点では、申立期間の一部は、

保険料を過年度納付することが可能な期間であるが、申立人は保険料を遡っ

て納付したことは無いと述べていることから、申立人が、申立期間の保険料

を納付していたとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5631 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 39 年 12 月までの期間、55 年 10 月から 57 年

２月までの期間、同年 10 月から 58 年３月までの期間、59 年４月から 61 年

３月までの期間、平成３年４月、同年７月、４年３月、同年 11 月から５年３

月までの期間及び 11 年 12 月から 13 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年 12月まで 

② 昭和 55年 10月から 57年２月まで 

③ 昭和 57年 10月から 58年３月まで 

④ 昭和 59年４月から 61年３月まで 

⑤ 平成３年４月 

⑥ 平成３年７月 

⑦ 平成４年３月 

⑧ 平成４年 11月から５年３月まで 

⑨ 平成 11年 12月から 13年３月まで 

私の父親は、昭和 36 年４月頃に、私の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料については、私が 38 年７月に結婚するまでは、父親が納付して

いたはずであり、結婚してからは、私の義母が、私と夫の夫婦二人分を納

付していたはずである。その後、私が会社を辞めた後は、厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行い、保険料を納付書により納付しており、国

民年金の被保険者資格の喪失手続を行った記憶は無い。平成 11 年 12 月か

ら 13 年３月までの保険料については、口座振替により納付していた。申立

期間①から⑨までが未納又は未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、その父親が昭和 36 年４月頃に申立人の国

民年金の加入手続を行い、当該期間のうち申立人が結婚する前の国民年金保



 

  

険料については父親が納付し、結婚後の保険料については、その義母が納付

していたと主張しているが、申立人は、国民年金の加入手続及び当該期間の

保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、

当該期間のうち結婚前の保険料を納付していたとする父親及び結婚後の保険

料を納付していたとする義母は既に他界していることから、申立人の国民年

金の加入状況及び当該期間に係る保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立期間②及び④について、申立人は、昭和 55 年 10 月に会社を辞

めた後、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、59 年４月に国民年

金の被保険者資格の喪失手続を行った記憶は無いと主張しているが、申立人

の特殊台帳及びオンライン記録から、申立人は厚生年金保険に加入した 54

年４月１日に国民年金の被保険者資格を喪失した後、57 年３月 23 日に国民

年金に任意加入し、59 年４月１日に再度被保険者資格を喪失していることが

確認できることから、当該期間は国民年金に未加入で、保険料を納付するこ

とができない期間である。 

   さらに、申立期間⑨について、申立人は口座振替により当該期間の国民年

金保険料を納付していたと主張しているが、当該期間は申立人が 60 歳到達

による国民年金の被保険者資格の喪失後の期間であり、申立人は 60 歳以後

に任意加入手続を行った記憶は無く、その形跡も見当たらないことから、当

該期間は国民年金の被保険者期間ではなく、保険料を納付することができな

い期間である上、申立人が口座振替により納付していたとするその預金口座

の入出金明細書からも当該期間の保険料が納付されていた形跡は無い。 

   加えて、申立期間は、９回で合計 116 か月に及び、これだけの長期間にわ

たる事務処理を、複数の行政機関が続けて誤ることは考えにくい。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5632（事案 3443及び 4159の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年６月から 50 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできず、同年３月から 51 年 12 月までの付

加保険料を含む国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年６月から 51年 12月まで 

前回及び前々回行った年金記録に係る確認申立てに対する委員会の判断

では、昭和 49 年６月に国民年金の加入手続を行っていないということで、

国民年金保険料を納付していたものと認めることはできないと判断された

が、私の年金手帳の「初めて被保険者となった日」の欄には 49 年６月１日

と記入され、区役所の印が押してあるため、この時点から、保険料を納付

した。 

昭和 50 年３月に、妻の国民年金の加入手続を行うため、妻と一緒に区役

所に行き、妻は、国民年金の加入手続及び付加保険料の納付開始手続を、

私は、付加保険料の納付開始手続を行い、妻と一緒に同年同月から付加保

険料を納付した。 

私が、付加保険料の納付を開始した時期は、妻の年金手帳にも記載があ

ることで、確認することができる。 

私は、途中から国民年金保険料を銀行の預金口座から口座振替で納付し

ていたことを思い出し、前回及び前々回の申立てに対する判断に納得でき

ないため、再度申立てを行った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の所持する年金手帳の「初めて国民年金の被保険者にな

った日」が、昭和 49 年６月１日であるため、その日に国民年金の加入手続

を行ったとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 51 年 12 月に払い

出されており、この資格取得日は加入手続時期にかかわらず、強制加入期間



 

  

の初日まで遡ることから、加入手続時期及び国民年金保険料の納付の始期を

特定するものではないこと、及び申立人の所持する年金手帳によると、申立

人の付加年金の加入時期は、52 年１月となっていることが確認できることを

理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年３月 10 日付け及び同年

８月 11 日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、申立期間の途中から国民年金保険料を

銀行の預金口座から口座振替で納付していたとしている。しかし、申立人が

保険料の口座振替をしていたとする銀行には当時の記録が残っておらず、取

引記録が確認できない上、上述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 51 年 12 月に払い出されており、申立期間の保険料を納付するには、手

帳記号番号が払い出された時点以降に遡及して納付するほかないが、口座振

替制度により保険料を納付する場合、遡及して納付することはできないこと

に加え、口頭意見陳述においても、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことを裏付ける具体的な供述等が得られない。このことから、今回の申立

内容は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その

ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人は、当該期間の保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5633 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 12 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年 12月から 50年３月まで 

私の母親は、私が 20 歳になった昭和 47 年＊月頃、自宅へ区役所の出張

所の職員に来てもらい、私の国民年金の加入手続を行ってくれたはずであ

る。加入手続後の国民年金保険料については、私の母親が私の両親と私の

３人分の保険料を集金人に納付していたはずである。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が昭和 47 年＊月頃に申立人の国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、

国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、その母親から

国民年金手帳を渡された記憶も無い上、申立人の国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付していたとするその母親は、既に他界していることから、申立

期間の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年２月に払い出されてい

ることが確認できるが、申立人は、過年度納付等により申立期間の国民年金

保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無く、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていた形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5634 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年２月から 45 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年２月から 45年 10月まで 

私は、昭和 45年５月の結婚当時、母親から、私が 20歳になった 43年＊

月頃、私の国民年金の加入手続を行ってくれたことを聞き、国民年金手帳

を渡されたことを憶
おぼ

えている。 

国民年金保険料については、私が結婚した昭和 45 年５月頃までは母親が

集金人に納付していたはずである。申立期間当時、私は、母親が自宅で営

む店に同居し、手伝っていたので、集金人が時折訪れていたことは憶
おぼ

えて

いる。結婚し、同一区内で転居後も、長男を出産した 47 年＊月頃までは、

毎日、実家の店に通っており、実家に訪れていた集金人に自分で保険料を

納付していたことを憶
おぼ

えている。 

私は、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間のうち、昭和 43 年２月から

45 年５月頃までの国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、加入手続等

を行ったとするその母親からも証言を得ることが困難であることから、当該

期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は、自身が 20 歳になった昭和 43 年＊月頃、その母親が国民

年金の加入手続を行ってくれたと思うと述べているが、申立人の国民年金手

帳記号番号は、45 年１月に、当時、国民年金の未加入者を対象に行われてい

た職権適用分の番号として払い出されていることが確認できることから、そ

の母親が 43 年＊月頃、国民年金の加入手続を行ったとする申立内容と一致

しない。 



 

  

   さらに、申立人は、その母親及び申立人自身が、実家に訪れていた集金人

に申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張している。しかし、申立

人の国民年金手帳の発行時期及び国民年金手帳記号番号の払出時期は昭和 45

年１月であることから、申立人が国民年金の被保険者資格を取得した時期も、

同年同月頃と推認され、その時点において、申立期間のうち、43 年２月から

44 年３月までの保険料は過年度納付することとなるが、制度上、集金人に過

年度納付することはできない。 

   加えて、申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年 10 月までの期間につい

ては、集金人に国民年金保険料を納付することは、制度上、可能ではあるも

のの、46 年１月 22 日に再交付され、現在、申立人が所持している国民年金

手帳の「昭和 45 年度国民年金印紙検認記録」のページには、その直後であ

る昭和 46 年１月 28 日に 45 年 11 月以降の保険料を納付していることを示す

印が押され、同年 10 月以前の欄には斜線が引かれていることに加え、申立

人の夫は、同年同月まで厚生年金保険の被保険者であり、申立人と同様に同

年 11 月の国民年金保険料から納付していることを勘案すると、申立人の保

険料の納付が開始されたのは同年同月分からと考えるのが自然である。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5635 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年９月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年９月から 62年３月まで 

私は、昭和 61 年９月に結婚準備のため会社を退職し、区役所で国民年金

の加入手続を行い、納付書により自宅近くの郵便局で、結婚するまで国民

年金保険料を納付していた。62 年４月に結婚してからは、元夫の被扶養配

偶者として自動的に国民年金の第３号被保険者の資格取得手続が行われて

いると思っていたが、平成４年８月に離婚し、国民年金の手続を行ったと

き、第３号被保険者の資格取得手続が行われておらず、結婚期間中の保険

料が未納とされていることを知った。すぐに第３号被保険者の資格取得及

び同喪失手続を行ったが、当該期間のうち、同手続日より２年を超えた期

間は、保険料の納付済期間に算入されなかった。その後、法律の改正によ

り、納付済みに変更することが可能となったので、区役所で、当該変更手

続を行った。私は、その際、係の方に、もう未納とされた期間は無いと言

われたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年９月に会社を退職後、区役所で国民年金の加入手続を

行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の国民

年金被保険者の被保険者資格取得日等から、申立人の加入手続は、平成４年

６月から同年 10 月までの間に行われたと推認されることに加え、申立人は、

申立期間から申立人の手帳記号番号が払い出された時期を通じて同一区内に

居住しており、別の手帳記号番号が払い出されているとは考えにくく、その

形跡も見当たらないことから、当該期間当時、国民年金の加入手続はなされ

ていなかったと考えられ、申立内容と一致しない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続後、納付書により、申立期間の国民



 

  

年金保険料を納付していたと主張しているが、上述のとおり、当該期間当時

は、国民年金の加入手続はなされていなかったと考えられることに加え、加

入手続が行われたと推認される平成４年６月から同年 10 月までの時点にお

いて、当該期間は、時効により保険料を納付することができない期間である

ことから、同保険料の納付書が発行されていたとは考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5636 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年５月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 50年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 45 年＊月頃に、区役所から手紙がきたことをき

っかけに、母親が、私の国民年金の加入手続を行ってくれたはずである。 

申立期間の国民年金保険料については、母親が、郵便局又は銀行で納付

書により納付してくれたはずであり、申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 45 年＊月頃に、その母親が、申立人の国民

年金の加入手続を行い、郵便局又は銀行で納付書により申立期間の国民年金

保険料を納付してくれたはずであると主張しているが、申立人自身は、国民

年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたとするその母親から直

接事情を聴取することができないことから、申立期間当時の国民年金の加入

状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の

被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、昭

和 50 年 11 月頃であると推認できることから、国民年金の加入手続時期につ

いての申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が申立期間当時居住し

ていた区において払い出されていたことが確認でき、申立人は、申立期間を

通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料



 

  

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5637 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年４月から 60 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 60年 12月まで 

私は、昭和 54 年４月頃に、働き始めたため、区役所又は区役所の出張所

で国民年金の加入手続を行った。その後、私が、郵便局又は区役所の出張

所で納付書により国民年金保険料を納付していたと思う。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年４月頃に、区役所又は区役所の出張所で国民年金の加

入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の

番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加

入手続が行われたのは、61 年１月又は同年２月頃であると推認できることか

ら、国民年金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年３月頃に払い出されて

いることが確認できる上、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期

を通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、郵便局又は区役所の出張所で納付書により国民年金保

険料を納付していたと思うと主張しているが、申立人は、保険料の納付周期

及び納付金額について、具体的に憶
おぼ

えていない上、申立人の国民年金の加入

手続が行われたと推認される昭和 61 年１月又は同年２月頃の時点では、申

立期間の一部は、保険料を過年度納付するしかないが、申立人は、保険料を

遡って納付したことはないと述べていることから、申立期間の保険料が納付

されていたとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5638 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年５月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 10年５月から同年 11月まで 

私が 20 歳になった平成７年＊月に、母親が区役所で国民年金の加入手続

を行った。国民年金保険料については、しばらく納付していない期間があ

ったので、区役所で相談したところ、職員から 10 年５月までは遡ってまと

めて納付できることを聞き、納付金額は記憶していないが、同年５月及び

同年６月の保険料を窓口で納付し、同年７月からの保険料を納付書により

金融機関で納付したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を遡って納付したと主張しているが、

申立人のオンライン記録では、申立期間後の保険料を過年度納付により納付

していることが確認できるものの、申立期間の保険料を遡って納付した形跡

が無い上、区役所では保険料を過年度納付により納付することもできない。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間であり、

基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた

状況下において、申立期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考え

にくい。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5639 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年５月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年５月から同年 12月まで 

私は、会社を退職した平成元年５月頃に、社会保険事務所（当時）で、

国民年金の加入手続を行ったと思う。申立期間の国民年金保険料について

は、私が、集金人に納付していたと思うが、納付時期や納付金額について

は、はっきり憶
おぼ

えていない。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した平成元年５月頃に、社会保険事務所で国民年金

の加入手続を行ったと思うと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番

号は、２年 12 月に払い出されていることが確認でき、国民年金の加入手続

時期についての申立人の主張と一致しない上、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、集金人に申立期間の国民年金保険料を納付していたと思

うと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された平成２

年 12 月の時点では、申立期間の保険料は過年度保険料となり、制度上、集

金人に納付することはできないことから、申立人が、申立期間の保険料を集

金人に納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付時期や納付金額につ

いての記憶が定かではないことから、申立期間当時の保険料の納付状況は不

明である上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5640 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年６月から 11 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 10年６月から 11年３月まで 

私の国民年金の加入手続は、平成９年４月に父親が経営する会社の指示

で、厚生年金保険から国民年金への切替えのため、同社の事務を担当して

いた母親が、当時居住していた区の区役所で行った。その後、私の国民年

金保険料は、給与から天引きされ、同社を通じて納付されていたと思う。 

申立期間の国民年金保険料が、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年４月から 11 年３月まで、当時、申立人が勤めていた、

申立人の父親が経営する会社の事務を担当していた申立人の母親が、申立人

の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行っていたと述べている

が、申立人自身は、同年同月以前の保険料の納付について関与しておらず、

申立人の保険料の納付を行っていたとするその母親からも証言を得ることが

できないため、当該期間の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は、平成 10 年４月から国民年金保険料の納付書が自宅に届い

ていたので、申立人が勤めていた、その父親が経営する会社に渡していたが、

その後、納付書が同封された督促状のようなものが届くようになり、事務を

担当していた申立人の母親に保険料を納付するよう口頭で伝えていたものの、

これらの納付書をその母親に渡していたかどうかは記憶に無いと述べるなど、

申立期間における保険料の納付に関する申立人の記憶は曖昧である。 

   さらに、平成 10 年１月から同年３月までの国民年金保険料は、重複納付さ

れており、重複納付されたこれらの保険料については、11 年９月９日にその

還付及び充当の決議がなされているが、制度上、保険料の還付金又は過誤納

金がある場合において、還付を受けるべき者につき納付すべきとされている



 

  

保険料があるときは、還付に代えて、先に経過した月の保険料から順次充当

することとされているため、重複納付された保険料について、まず、申立期

間の直前である 10 年４月及び同年５月の保険料に充当され、当時の保険料

月額に達しなかった残りの保険料について、充当されずに還付されたという

事務処理が確認できる。このことを踏まえた場合、少なくとも 11 年９月の

時点では、申立期間を含む 10 年４月から 11 年３月までの保険料は、未納で

あったと考えても不自然ではない。 

   加えて、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、

同番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていることか

ら、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5641 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年９月から 16 年３月までの期間及び同年５月から 17 年３

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成８年９月から 16年３月まで 

② 平成 16年５月から 17年３月まで 

私は、会社を退職後、その会社の人に勧められて、時期は憶
おぼ

えていない

が、国民年金の加入手続を行ったと思う。 

その後、私が、申立期間①及び②の国民年金保険料の免除の申請を行っ

ていたはずである。 

申立期間①が未加入期間とされ、申立期間①及び②の国民年金保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①及び②に係る国民年金の加入手続を行ったとする

時期、場所及び方法並びに当該期間における国民年金保険料の免除の申請

を行ったとする時期、場所、回数及び方法を全く憶
おぼ

えていないとしており、

当該期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の免除の申請状況は不明で

ある。 

    また、申立期間は合計で 102 か月に及んでおり、申立人は、当該期間を

通じて複数の自治体に居住しているため、当該期間の国民年金保険料が全

て免除されていた場合、申立人は、当該期間において、毎年度、その居住

していた自治体において、保険料の免除の申請を行っていたこととなるが、

複数の行政機関が、複数回にわたり、事務処理を誤るとは考えにくい。 

    さらに、申立期間の大半は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期

間であり、同番号に基づき、国民年金の記録管理の電算化が図られていた

状況下において、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考



 

  

えにくい。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、当該期間のいずれかの時期に、国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料の免除の申請を行ったはずであると

しているが、申立人の基礎年金番号は、当該期間直後の平成 16 年４月に、

申立人が厚生年金保険の被保険者となったことにより付番されていること

から、申立人の主張とは一致しない。 

    また、前述により、申立人は、申立期間①を通じて、国民年金の加入手

続を行っていなかったと考えられ、当該期間において、国民年金保険料の

免除の申請を行うこともできなかったと考えられることに加え、申立人の

基礎年金番号が付番された平成 16 年４月以降においても、未加入期間であ

る当該期間の保険料について、免除の申請を行うことはできず、当該期間

の保険料が免除されるためには、当該期間において、国民年金手帳記号番

号が払い出されるか、別の基礎年金番号が付番される必要があるが、その

形跡も見当たらない。 

 

  ３ 申立期間②について、申立人は、申立期間①と同様に、国民年金保険料

が免除されていたはずであるとしているが、オンライン記録では、平成 18

年６月に、申立期間②のものと推認される保険料の納付書が発行されてい

る。申立人が主張するように、当該期間の保険料が免除されていた場合、

同年同月に、当該期間の保険料の納付書が発行されることはないため、当

該期間の保険料が免除されていたとは考えにくい。 

 

  ４ 申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料が免除されていたことを示

す関連資料が無く、ほかに当該期間の保険料が免除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5642 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年１月、同年２月、同年４月及び同年５月の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年１月及び同年２月 

② 平成元年４月及び同年５月 

私は、会社を退職したため、平成元年１月頃に、区役所の出張所で国民

年金の加入手続及び国民健康保険の加入手続を行った。申立期間①の国民

年金保険料については、私が、区役所の出張所又は銀行で納付書により毎

月納付していたと思う。 

また、その後、平成元年４月に会社を退職した際にも、私が、区役所の

出張所で厚生年金保険から国民年金への切替手続及び国民健康保険の加入

手続を行った。申立期間②の国民年金保険料についても、私が、区役所の

出張所又は銀行で納付書により毎月納付していたはずである。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職したため、平成元年１月頃に、区役所の出張所で国

民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番

号は、平成３年度中に払い出されていることが確認できることから、国民年

金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、申立人は、申立

期間①から手帳記号番号の払出時期を通じて、同一区内に居住しており、別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人の平成元年３月の国民年金の被保険者資格喪失日、同年４月

の被保険者資格取得日、同年６月の被保険者資格喪失日及び３年 12 月の被

保険者資格取得日は、４年２月に追加されていることが、オンライン記録に

より確認できることから、元年１月の被保険者資格の取得も４年２月に行わ



 

  

れたものと考えるのが合理的であり、その時点までは、申立期間①及び②は、

国民年金の未加入期間であったと推認され、国民年金保険料を納付すること

ができない期間であったと考えられる。 

   さらに、申立人は、区役所の出張所又は銀行で納付書により申立期間①及

び②の国民年金保険料を毎月納付していたと思うと主張しているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号が払い出された平成３年度中の時点では、当該

期間の保険料は、遡って納付するしかないが、申立人は、保険料を遡って納

付したことはないと述べていることから、申立人が、当該期間の保険料を納

付していたとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5643 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年 11 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月から 51年３月まで 

私が 32 歳の頃、父親から、｢これからは自分で国民年金保険料を納付し

なさい。｣と言われ、現在所持している年金手帳を渡されたので、その後の

保険料は、納付書により、自身で納付してきた。 

父親の性格及び経済力から、父親は、私が 20 歳の頃に国民年金の加入手

続を行い、私の国民年金保険料を納付してくれていたと思う。 

私は、父親が申立期間の国民年金保険料を納付してくれたにもかかわら

ず、申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、その父親が国民年金の加入手続を行い、当

該期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張しているが、申立人自

身は、加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金

の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその父親は既に他界してい

るため、当該期間当時の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年 11 月に、申立期間当

時同居していたとする申立人の長兄夫婦と連番で払い出されており、申立人

の手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の加入状況から

も、申立人の国民年金の加入手続は、同年９月又は同年 10 月頃に行われた

ものと推認されることから、申立内容と一致しないことに加え、その時点で

は、当該期間の大半は、時効により国民年金保険料を遡って納付することが

できない期間であり、当該期間の保険料を納付するためには、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されている必要があるが、別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 



 

  

   さらに、申立期間のうち、昭和 49 年７月から 51 年３月までの期間は、申

立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される時点で、国民年金保険料を

過年度納付することができる期間であるが、申立人は、「納付書が届き、自

身で保険料を納付するようになった際、未納があれば、遡って保険料を納付

したかも知れない。」と述べるにとどまり、申立人から当該期間の保険料の

納付を行ったことをうかがわせる具体的な供述を得ることはできず、納付状

況は不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5644 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年４月から 56 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 56年 12月まで 

私は、昭和 55 年頃に区役所の出張所で国民年金の加入手続を行った。そ

の際に、国民年金保険料の未納期間があるが、遡って保険料を納付するこ

とができると説明された。後日、納付書が自宅に届き、当該出張所で 20 万

円ぐらいの保険料を２回に分け遡って納付したことを記憶している。 

私の年金手帳には国民年金の被保険者となった日が昭和 53 年４月１日と

記載されており、この日まで遡って国民年金保険料を納付しているはずで

あり、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年頃に区役所の出張所で国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の

国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得

日から、60 年３月頃であると推認できることから、申立人の主張する国民年

金の加入時期と一致しない。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について 20 万円ぐらいを遡っ

て区役所の出張所で納付したと主張しているが、申立人が納付時期として主

張する昭和 55 年の時点では、申立期間の当初の保険料は、過年度保険料と

なり、当該出張所で納付することはできなかったことから、申立期間の保険

料を納付したとは考えにくい。 

   さらに、申立人が現在所持している年金手帳の国民年金の記録欄に国民年

金の被保険者となった日が昭和 53 年４月１日と記載されていることを根拠

に、申立人は国民年金保険料を同年同月まで遡って納付しているはずである

と主張しているが、保険料の納付の有無にかかわらず、法律の規定に基づき



 

  

国民年金に加入すべき日が、国民年金の被保険者資格取得日として年金手帳

に記載されることから、保険料の納付済期間を特定するものではない。 

   加えて、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60 年４月に払い出されて

いることが確認でき、その時点では、申立期間は時効により保険料を納付す

ることができない期間である上、別の手帳記号番号が払い出された形跡も見

当たらない。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す 

関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5645 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年６月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年６月から 49年３月まで 

私の国民年金については、時期は憶
おぼ

えていないが、結婚前に私の兄が加

入手続を行い、結婚するまで国民年金保険料を納付してくれていた。結婚

後は自分で国民年金について何か手続を行ったと思うが、具体的には憶
おぼ

え

ていない。 

申立期間の国民年金保険料については、私が納付書により金融機関で納

付した。自身の店舗の開業後昭和 44 年６月に初めて税務署に行き、そのと

きから保険料を自分で払い始めたと思っている。保険料額や納付頻度、ま

とめて遡って払ったかどうかについては憶
おぼ

えていないが、申立期間の保険

料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年６月頃、経営する店舗の税務申告のため税務署に行き、

その時点から国民年金保険料を納付書により納付し始めたと思うと述べてい

るが、申立人は、申立期間当時、保険料の納付金額及び納付頻度を具体的に

憶
おぼ

えておらず、国民年金について手続を行ったか憶
おぼ

えていないなど、記憶が

曖昧であり、保険料の納付状況等が不明である。 

   また、申立期間当時申立人が居住していた市の広報において、納付書によ

り金融機関で国民年金保険料が納付可能となったのは、昭和 50 年４月以降

であることが確認できることから、申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5646 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年６月から 42 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39年６月から 42年８月まで 

私は、昭和 42 年か 43 年頃だったと思うが、区の広報で「『特例で』国

民年金保険料が遡って納付できる。」と読んだことをきっかけに、国民年

金に加入した。申立期間の保険料については、集金人に、一括してかなり

の金額をまとめて納付したが、具体的な金額は思い出せない。 

国民年金保険料をまとめて納付した際、集金人から、「これで以前の年

金とつなげられる。」と聞いて安心したことを憶
おぼ

えている。申立期間当時、

私が国民年金に未加入とされ、保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年か 43 年頃、区の広報で「『特例で』国民年金保険料

が遡って納付できる。」と読んだことから、国民年金に加入し、申立期間の

保険料を遡ってまとめて納付したと述べている。しかし、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、

申立人は 45 年６月に国民年金の加入手続を行ったと推認されることに加え、

過去の未納分の保険料について、特例により納付することができるとした特

例納付制度は、同年７月に、その第１回目が開始されていることから、申立

人が読んだとする区の広報も当時のものと考えるのが自然である。 

   また、申立人は昭和 37 年４月に結婚し、その夫は、申立期間のうち 42 年

８月を除いて厚生年金保険の被保険者であったことから、申立人が当該期間

に国民年金に加入する場合は、任意加入することとなるが、任意加入被保険

者の場合、遡って被保険者資格を取得することはできないことに加え、特例

納付により過去の未納分の国民年金保険料を納付することができたのは、納



 

  

付の対象となる期間において、被保険者が国民年金の強制加入被保険者とさ

れる期間に限られていたため、特例納付により当該期間の保険料を遡って納

付することもできなかったと考えられる。 

   さらに、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号が連番であることから、

申立人及びその夫は、昭和 45 年６月頃、同時に国民年金に加入したと考え

られ、申立人及びその夫の、42 年９月から 45 年３月までの国民年金保険料

は遡って納付されていることが確認でき、その金額は１万 5,000 円を超え、

当時の申立人の保険料月額の 50 倍以上であることを考え合わせると、申立

人が、「かなりの金額を納付した。」と述べていることは、当該納付に係る

記憶と考えても不自然ではない。 

   加えて、申立期間のうち、昭和 42 年８月については、本来は、申立人及び

その夫も、国民年金の強制加入被保険者とされるべき期間であるが、その夫

が厚生年金保険の被保険者資格を喪失したのが同年同月１日であること、申

立人もその夫の国民年金の加入手続についてはっきり記憶していないと述べ

ていることなどを考え合わせると、申立人及びその夫が、同年９月１日から

国民年金の資格を取得している理由を、行政側の事務処理の誤りとするまで

の合理的理由は見当たらず、42 年８月について、申立人が国民年金保険料を

納付する機会を失わせたとまで考えることは難しい。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5810 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 26 年４月 10 日から 27 年７月 27 日まで 

    私は、昭和 26 年４月 10 日から 27 年７月 26 日までＡ局Ｂ課に臨時職

員として勤務していたが、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっ

ていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の詳細かつ具体的な供述内容から、期間は特定できないものの、

申立人がＡ局Ｂ課に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ局Ｂ課は厚生年金保険の適用事業

所となっていないことが確認できる上、Ｃ局Ｄ部は、「申立人に係る在職

及び年金加入記録は確認されなかった。」と回答していることから、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

   また、申立人は、その所持する厚生年金保険被保険者証に「再交付」の

印が押されていることから、当該被保険者証発行以前に別の厚生年金保険

被保険者証が交付されたはずであると主張しているが、当該被保険者証に

記載された番号は、厚生年金保険被保険者番号払出簿により、申立人が申

立期間以降の昭和 28 年１月 20 日にＥ社において被保険者資格を取得した

際に払い出された番号であることが確認できる。 

   さらに、Ａ局に関係する４事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿についても、縦覧調査を行ったが、いずれの名簿においても、

申立期間に申立人及び申立人が名前を挙げた同僚の氏名は見当たらず、健

康保険の整理番号に欠番も無い。 

   加えて、申立人は申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与



                      

  

から控除されていた事実を示す給与明細書等の資料を所持しておらず、こ

のほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5811 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月９日から 49 年２月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支店に昭和 45 年８月９日から 49 年８月 30 日まで、継

続して勤務していたにもかかわらず、勤務した期間のうち、45 年８月

９日から 49 年２月１日までが厚生年金保険被保険者期間になっていな

いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社清算人発行の在籍証明書から、申立人は申立期間

について同社Ｂ支店に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ社Ｂ支店は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、同社の清算人は「当時の資料が保管されていないため、申立

人が厚生年金保険被保険者であったかについて不明。」と回答しているこ

とから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

   また、Ａ社Ｂ支店の元従業員は、「同社Ｂ支店の営業社員には、見習期

間又は試用期間があり、その期間は社会保険に加入しなかった。」と述べ

ており、申立人が同社Ｂ支店で一緒に勤務したとして名前を挙げた同僚も、

「同社Ｂ支店に入社した当初は嘱託職員であったため、厚生年金保険に加

入できなかった。」と述べていることから、同社Ｂ支店では、全ての従業

員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いとなっていなかった事

情がうかがえる。 

   このほか、申立人は申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5812 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年１月１日から同年 10 月 14 日まで 

    私は、Ａ社の正社員として昭和 60 年１月１日から 63 年 11 月 30 日ま

で勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、60 年１月１

日から同年 10 月 14 日までの期間について被保険者記録が欠落している

ので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社の社会保険事務を担当していたＢ社の元社

会保険事務担当者の証言から、申立人が申立期間においてＡ社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 60 年 10 月 14

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所

ではないことが確認できる。 

   また、Ａ社の元事業主は｢社会保険関係の事務処理は全て親会社である

Ｂ社が行っていた。｣と回答しているところ、申立期間当時、上記のＢ社

の元社会保険事務担当者は、「申立期間当時、Ａ社は厚生年金保険の適用

事業所となっていなかったので、申立人は厚生年金保険の被保険者とはな

っていなかった。」と回答している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿におい

て、同社の新規適用日に被保険者資格を取得した者のうち、連絡先の判明

した 12 名に照会したところ、６名から回答があり、そのうち４名は「入

社と同時には社会保険に加入しなかった。」と回答し、１名は「Ａ社には

昭和 60 年１月に入社したが、同社は設立間もない会社であったため、社

会保険に加入していなかった。」と回答している。 



                      

  

   このほか、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5813 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険又は厚生年金保険の被保険者と

して船員保険料又は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年４月頃から 30 年９月９日まで 

             ② 昭和 36 年３月 30 日から同年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 39 年６月 11 日から 45 年３月１日まで 

    私は、昭和 24 年４月から父が船主の船舶Ａに乗っていたが、申立期

間①及び②の船員保険の被保険者記録が無い。 

    また、船舶Ａを下りた翌日にＢ社を設立したが、申立期間③の厚生年

金保険の被保険者記録が無い。 

    申立期間の船員保険及び厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の具体的な記憶及び複数の同僚の証言から

判断すると、期間は特定できないものの、申立人が船舶Ａに乗っていたこ

とは推認できる。 

   しかしながら、申立人は、「当該期間において、次兄及び三兄と一緒に

船舶Ａに乗っていたこともある。」と述べているが、当該船舶に係る船員

保険被保険者名簿から、申立人が、自身より先に乗船したと述べている二

人の兄の船員保険の被保険者資格の取得日は、申立人の資格取得日と同日

の昭和 30 年９月９日であることが確認できる。 

   また、申立人は、「乗員が兄弟のみの時は、船員保険に加入しないこと

もあった。」と述べている。 

   さらに、上記二人の兄及び船舶所有者であった申立人の父は既に死亡し

ており、当時の状況を確認することができない上、申立人の父の後に船舶



                      

  

所有者となった申立人の長兄は高齢のため、申立人に係る保険料控除につ

いて証言を得ることができない。 

   加えて、船舶Ａに係る船員保険被保険者名簿及び船員保険被保険者台帳

から、申立人が昭和 30 年９月９日に船員保険の被保険者資格を取得して

いることが確認できる上、同資格取得日はオンライン記録とも一致してい

る。 

   申立期間②について、申立人の弟の証言から判断すると、期間は特定で

きないものの、申立人が船舶Ａに乗っていたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人は、「当該期間において、次兄及び三兄と一緒に

船舶Ａに乗っていたことがある。」と述べているが、当該船舶に係る船員

保険被保険者名簿から、申立人の次兄の船員保険の被保険者資格の喪失日

は昭和 32 年７月 25 日であり、三兄の同資格の喪失日は申立人の資格喪失

日と同日の 36 年３月 30 日であることが確認できる。 

   また、船舶Ａに係る船員保険被保険者名簿及び船員保険被保険者台帳か

ら、申立人が昭和 36 年３月 30 日に船員保険の被保険者資格を喪失してい

ることが確認できる上、同資格喪失日はオンライン記録とも一致している。 

   さらに、船員保険被保険者名簿によると、船舶Ａは、昭和 36 年６月 25

日に船員保険の適用船舶でなくなっていることが確認できる上、当該名簿

から、当該期間において船員保険の被保険者記録のある同僚は１名いるこ

とが確認できるが、連絡先が不明のため照会することができず、当時の状

況について証言を得ることができなかった。 

   加えて、上記二人の兄及び船舶所有者であった申立人の父は既に死亡し

ており、当時の状況を確認することができない上、申立人の父の後に船舶

所有者となった申立人の長兄は高齢のため、申立人に係る保険料控除につ

いて証言を得ることができない。 

   このほか、申立人は、乗船期間を確認できる船員手帳等の資料を所持し

ていない上、当該期間における船員保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間③について、申立人は、船舶Ａを下りた翌日に事業主としてＢ

社を設立し、社会保険の加入手続をしたと主張している。 

   しかしながら、閉鎖登記簿謄本から、Ｂ社の設立日は、昭和 45 年２月

10 日であることが確認できる上、適用事業所名簿から、同社が厚生年金

保険の適用事業所となった日（以下「新規適用日」という。）は同年３月

１日であり、当該期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿には、昭和 45 年３月



                      

  

20 日付けで申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号が払い出され、

Ｂ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は同年３月１日と記載さ

れており、申立人に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者原票の記

録と一致していることが確認できる。 

   さらに、申立人は、当該期間における社員の名前を覚えておらず、社員

から当時の状況を確認することができない上、Ｂ社の厚生年金保険の新規

適用日に被保険者資格を取得した社員の２名は、「同業他社に勤務してい

た時に、申立人から年金に加入するからうちに来ないかと誘われて入社し

た。自分達の入社時期は合っていると思う。」と述べている。 

   このほか、申立期間③の厚生年金保険料の控除について確認できる給与

明細書等の資料は無く、当該期間における厚生年金保険料の控除をうかが

える関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月 16 日から 49 年５月頃まで 

    昭和 47 年 10 月から 49 年５月頃まで、Ａ社からＢ社Ｃ支店に派遣さ

れ、勤務していたにもかかわらず、同社に係る厚生年金保険の被保険者

記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の供述及び申立期間当時、Ａ社からＢ社Ｃ支店にＤ職として派遣

されていた同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社か

ら派遣され、Ｂ社Ｃ支店に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ社における申立期間当時の人事担当者及び当時、同社

に在籍し、その後事業主となった者は、「Ｄ職は短期間で辞める者が多か

ったため、基本的に厚生年金保険に加入させず、希望する者のみを加入さ

せていた。」旨を回答している。 

   また、前述の同僚は、「当時、申立人と厚生年金保険について話をした

ことは無かった。」旨を供述している。 

   さらに、上記の同僚及び申立人の記憶から、当時、Ａ社からＢ社Ｃ支店

に派遣されていたもう１名のＤ職を探したが、姓のみしか分からないため、

所在が判明しなかった上、当時、Ａ社に在籍していた複数の同僚に照会し

たが、申立人を記憶している者は見当たらなかったことから、申立人の勤

務実態及び保険料控除について証言が得られない。 

   加えて、Ａ社は既に事業を廃止し、平成 11 年６月１日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっている上、前述の事業主は同社に係る資料は保管

していないと回答しており、Ｂ社も当時の派遣社員に係る資料は無いと回



                      

  

答していることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除につ

いて確認することはできず、また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5815（事案 2932 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年４月１日から 20 年４月１日まで 

    私は、昭和 19 年４月１日にＡ社（現在は、Ｅ社）の船員として採用

され、Ｂ市本社の船員訓練所に入所し、３か月後に司
し

厨員
ちゅういん

の資格を取

得、同訓練所を卒業した。同年７月に国の公用船であるＡ社の船舶Ｃに

乗った。 

    しかし、船舶ＣはすぐにＤ沖で沈没したため帰国し、船員として待機

した後、昭和 20 年に再度Ａ社の船に乗った。 

    ところが、申立期間の船員保険記録が無いとのことであり、納得いか

ないので、当該期間について、船員保険の被保険者期間として認めてほ

しいと、年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったが、「記録を訂正

する必要は認められない。」との回答であった。 

    しかし、私は、新たな情報として、「Ｅ社は、軍属の期間及びＦ社に

加入していた時の保険料は間違いなく支払っていた。」との話を、Ｅ社

の関連会社の担当者から聞いたので、申立期間について再度調査をして

審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   海軍徴用船員履歴書から、申立人が申立期間に海軍徴用船員であったこ

とが確認できる。 

   また、申立人は、「船舶Ｃに乗船する昭和 19 年７月 11 日以前は、Ａ社

の船員訓練所で訓練を受けており、同年７月 30 日に船舶Ｃ沈没後は、船

員として待機していた。」と述べており、昭和 20 年４月１日前には、

「適用船舶に乗り組むため雇用されている者で、船内で使用されていない

もの」（以下「予備船員」という。）については、船員保険の適用が無か



                      

  

ったところ、申立人は、船舶Ｃに乗っていた期間を除いて、船員保険の適

用外である予備船員であったと考えられる。 

   また、申立人が船舶Ｃに乗っていた昭和 19 年７月 11 日から同年７月

30 日までの期間については、Ｅ社は当時のことは不明である旨を回答し

ており、申立人も同僚の氏名を記憶していないことから、当該期間におけ

る船舶Ｃの船員に係る船員保険の取扱いを確認することができないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 22 年６月 18 日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、新たに、「Ｅ社は、軍属の期間及びＦ社に加入していた時の

保険料を支払っていた。」との情報を得たとして、申立期間についての再

調査を求めているが、Ｅ社は、「申立期間当時は、船員保険の届出及び納

付について、全てＦ社が管理していた。」と回答しており、Ｆ社に係る船

員保険被保険者名簿に、申立人の申立期間に係る被保険者記録の記載は見

当たらない。 

   これは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5816 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10 年 12 月１日から 13 年１月１日まで 

             ② 平成 14 年８月１日から 16 年３月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間の標準報酬月

額が、実際に支給された報酬金額と異なっている。給与明細書を提出す

るので調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することと

なる。 

   申立期間①については、申立人及びＡ社の事業主が提出した給与支払明

細書において確認できる支給額又は厚生年金保険料控除額から算出した標

準報酬月額（平成 10 年 12 月及び 11 年１月、同年３月から 12 年 12 月ま

では 32 万円、11 年２月は 20 万円）は、オンライン記録における標準報

酬月額（32 万円）と一致又は下回っていることが確認できる。 

   申立期間②については、申立人及びＡ社の事業主が提出した給与支払明

細書において確認できる支給額又は保険料控除額から算出した標準報酬月

額（14 年８月から同年 10 月までは 20 万円、同年 11 月から 15 年 11 月ま

では 24 万円、同年 12 月から 16 年２月までは 13 万 4,000 円）は、オンラ

 



                      

  

イン記録における標準報酬月額（14 年８月から同年 10 月までは 32 万円、

同年 11 月から 16 年２月までは 24 万円）と一致又は下回っていることが

確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年 10 月１日から 15 年 10 月 30 日まで 

    私が取締役をしていたＡ社における厚生年金保険被保険者記録による

と、申立期間の標準報酬月額が低くなっている。同社は平成 15 年 10 月

30 日に破産の申立てをしており、同年 11 月２日頃に、自宅に訪れた社

会保険事務所（当時）の職員から出された書類に署名押印をしたが、申

立期間の標準報酬月額が減額されるとは知らなかったので、調査の上、

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った平成 15 年 10 月 30 日より後の、同年 11 月６日付けで、申立人の標

準報酬月額が 13 年 10 月から 15 年８月までの期間については 62 万円か

ら 18 万円に、同年９月については 50 万円から 18 万円に減額訂正されて

いることが確認できる。 

   一方、閉鎖商業登記簿謄本から、申立期間当時、申立人がＡ社の取締役

であったことが確認できる上、申立人及び同社の取締役２名の供述並びに

同社に係る滞納処分票から、申立人が厚生年金保険に係る事務について権

限を有する役員であったことが認められる。 

   また、申立人は、当該訂正処理が行われた当時、Ａ社の破産申立てを行

ったため、債務処理については破産管財人に任せていた旨を述べているが、

上記謄本において、同社が、Ｂ地方裁判所により破産決定が宣告されたの

は、前述の訂正処理が行われた日より後の平成 16 年１月 20 日であること

が確認できる。 

   さらに、上記滞納処分票には、社会保険事務所において、申立人が滞



                      

  

納厚生年金保険料の納付について相談している旨が記載されており、申

立人は、同事務所の職員から、滞納保険料の納付が不要になると説明を

受けた書類に、自身の夫であるＡ社の代表取締役と共に署名押印をした

旨を述べていることから、申立人が当該訂正処理に関与したものと考え

るのが自然である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の取締役として、

自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、その処理が有効なもので

はないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5818 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年 10 月１日から 15 年 10 月 30 日まで 

    私が代表取締役をしていたＡ社における厚生年金保険被保険者記録に

よると、申立期間の標準報酬月額が低くなっている。同社は平成 15 年

10 月＊日に破産の申立てをしており、同年 11 月２日頃に、自宅に訪れ

た社会保険事務所（当時）の職員から出された書類に署名押印をしたが、

申立期間の標準報酬月額が減額されるとは知らなかったので、調査の上、

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った平成 15 年 10 月 30 日より後の、同年 11 月６日付けで、申立人の標

準報酬月額が 13 年 10 月から 15 年８月までの期間については 62 万円か

ら 18 万円に、同年９月については 59 万円から 18 万円に減額訂正されて

いることが確認できる。 

   一方、閉鎖商業登記簿謄本から、申立期間当時、申立人がＡ社の代表取

締役であったことが確認できるところ、申立人は、当該訂正処理が行われ

た当時、同社の破産申立てを行ったため、債務処理については破産管財人

に任せていた旨を述べているが、上記謄本において、同社が、Ｂ地方裁判

所により破産決定が宣告されたのは、前述の訂正処理が行われた日より後

の平成 16 年１月 20 日であることが確認できる。 

   また、Ａ社に係る滞納処分票から、申立期間当時、同社が厚生年金保

険料を滞納していたことが確認でき、申立人は、社会保険事務所の職員

に保険料の納付が困難であることを伝えた旨及び同事務所の職員から、

滞納保険料の納付が不要になると説明を受けて、書類に自ら署名押印を



                      

  

した旨を述べていることから、申立人が当該訂正処理に関与したものと

考えるのが自然である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役とし

て、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、その処理が有効なも

のではないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額の記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5819 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10 月１日から６年 10 月１日まで 

    厚生年金保険の記録では、夫がＡ社に勤務中の平成元年 10 月に、47

万円であった標準報酬月額が 36 万円に下がり、６年 10 月に元の標準報

酬月額に戻ったことになっているが、急に 11 万円も下がることは考え

られないので確認してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、「夫のＡ社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、

平成元年 10 月１日の月額変更により 47 万円から 36 万円に改定され、６

年 10 月１日の改定で 47 万円に戻っているが、11 万円も下がることは考

えられない。」として申立期間の標準報酬月額の相違を申し立てている。 

   しかし、Ａ社は、「申立期間に係る給与や厚生年金保険料の控除額が分

かる賃金台帳等の資料は保管していないものの、標準報酬月額が下がった

のは申立人が管理職になった頃であり、管理職になるより前の期間におい

て時間外労働が多い場合には、標準報酬月額が下がることもある。」と述

べているところ、申立人の妻は、「夫は時間外労働が多く、給与手取額が

少なくなることから管理職になるのを拒んでいたことがあった。」と述べ

ている。 

   また、申立人に係る標準報酬月額は、平成元年 10 月以降は申立人が役

職定年となった 12 年 12 月までは下がることなく上昇しており、標準報酬

月額の推移に不自然さは見られない。 



                      

  

   さらに、Ａ社から、平成元年６月頃の全管理職の平均給与額は約 40 万

円であるとの回答があり、管理職になって間もない申立人の標準報酬月額

が 36 万円であることは不自然であるとは言い難い。 

   加えて、申立人がＡ社に入社した年及びその前後の年に被保険者資格を

取得した多くの者が、申立期間における申立人に係る標準報酬月額の推移

と同様に推移している期間を有していることが、オンライン記録から確認

できる。 

   その上、オンライン記録には、申立人に係る標準報酬月額の記録が遡っ

て訂正されているなどの不自然な点は見られず、社会保険事務所（当時）

において不合理な処理が行われた形跡は見当たらない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5820 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月１日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 51 年８月１日から 53 年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 55 年 10 月１日から 56 年 10 月１日まで 

    私がＡ社に勤務した期間のうち、同社が加入しているＢ健康保険組合

から提出された標準報酬月額の証明書によると、申立期間①から③まで

について、厚生年金保険の標準報酬月額が間違って記録されていると思

われる。調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ健康保険組合がＡ社に対して発行した健康保険標準報酬月

額証明書において、同社が同組合に加入した昭和 49 年１月の申立人に係

る標準報酬月額が 56 万円と記載されていることから、申立期間①から③

までの標準報酬月額については、それぞれの期間における最高等級になる

はずであると主張している。 

   しかしながら、申立人の標準報酬月額について、当委員会からＢ健康保

険組合に照会をしたところ、同組合は、「当組合のコンピュータシステム

上、平成２年 10 月以降の標準報酬月額の記録しかなく、それ以前の記録

は無い。また、確認できる一番古い標準報酬月額の金額が資格取得時の標

準報酬月額として印字されてしまうこととなっている。このため、申立人

の標準報酬月額については、申立人の記録として一番古い平成２年 10 月

の 56 万円が、昭和 49 年１月の標準報酬月額として印字されてしまっ

た。」と回答している。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間①



                      

  

から③までにおける申立人に係る記載内容を確認したものの、申立期間①

に係る標準報酬月額の変せん欄には、昭和 48 年 11 月法改 18 万円、49 年

７月 20 万円と記載されており、Ｂ健康保険組合に加入した同年１月に標

準報酬月額が改定された記録は確認できない。申立期間②については、51

年８月法改 24 万円、同年 10 月 28 万円、52 年 10 月 30 万円と記載されて

おり、申立人が主張する 32 万円の標準報酬月額は確認できない。申立期

間③についても同様に、55 年 10 月法改 38 万円と記載されており、申立

人が主張する 41 万円の標準報酬月額は確認できない。 

   さらに、上記被保険者名簿において、申立人の申立期間①から③までに

おける標準報酬月額に係る記録について、記載内容に不自然な記録は無く、

遡って訂正処理が行われた形跡も無い。 

   加えて、Ａ社は、「申立期間に係る資料は保管していない。」と回答し

ており、申立人に係る給与関係書類等を確認することはできない上、申立

人も申立期間における厚生年金保険料の控除額について確認できる給与明

細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間①から③までについて、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5821 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年１月１日から同年９月１日まで 

    日本年金機構から送られた、「厚生年金加入記録のお知らせ」による

と、申立期間の標準報酬月額は、支給されていた給与より低い金額とな

っている。 

    当時、私は、Ａ社における業務内容に変更は無く、給与が減額された

記憶も無い。調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間における標準報酬月額が、Ａ社から支給された給与

額に見合う標準報酬月額より低い金額となっていると述べている。 

   しかしながら、Ａ社は、平成７年２月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、事業主も既に死亡し、同社に係る社会保険の事務を

受託していた社会保険労務士事務所も、「当時の担当者はおらず、資料も

残されていない。」と回答していることから、申立人の申立期間当時の報

酬月額及び保険料控除額を確認することができない。 

   また、オンンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額は、平成６年１月１日の随時改定により 53 万円から 30 万円に減額され

ているが、遡った訂正処理などの不自然な形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立てどおりの標準報酬月額に見合う厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等

の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見



                      

  

当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5822 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年３月頃から 43 年１月頃まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社で勤務していた期間が被保険者期

間となっていない。同社はＢ市にあったＣ業の会社で、私はＤ職として

昭和 42 年３月頃から 43 年１月頃まで勤務していた。勤務していたこと

は間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社の事業主及び複数の従業員の名前を記憶していることか

ら、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうか

がえる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 41 年７月 19 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなった後、43 年３月１日に再度適用事業所と

なっており、申立期間当時は適用事業所になっていないことが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主は、高齢のため証言を得ることができず、事業主の

子も、当時の資料を保管していないため不明であると回答していることか

ら、申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、申立人が名前を挙げた複数の同僚は連絡先が不明のため照会で

きず、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から連絡先が分かった４

名の元従業員に照会したところ、回答のあった４名は、いずれも申立人を

覚えていないと回答している。 

   このほか、申立人は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立てに係

る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5823 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月 16 日から 30 年３月頃まで 

    私は、昭和 26 年４月 16 日から 30 年３月頃までＡ事業所に勤務して

いたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

    申立期間を、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ省Ｃ局が提出した人事記録により、申立人は、昭和 26 年４月 16 日に

Ｄ職となり、同年 11 月１日から 30 年６月 16 日まではＥ職としてＡ事業

所に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 29 年１月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっている。 

   また、Ｆ共済組合連合会は、「申立人は、昭和 26 年４月 16 日から同年

11 月１日までＧ共済組合の加入期間があり当該加入期間を対象とした一

時金を支給している。その後、恩給の対象者となった。」と回答している。 

   さらに、Ｂ省Ｃ局は、「申立人は、昭和 26 年 11 月１日から 30 年６月

16 日まで恩給の加入期間があり、同年８月 27 日に当該期間を対象とした

一時金を支給した記録がある。」と回答している。 

   加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5824 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月１日から同年 12 月１日まで 

    Ａ社にＢ職として昭和 50 年４月１日から勤務したのに、同社での厚

生年金保険の被保険者資格取得日が同年 12 月１日とされているので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年４月１日からＡ社に勤務していたと主張している。 

   しかしながら、事業主は、申立期間において申立人がＡ社に在籍してい

たことを確認できる資料は無いと回答している上、複数の同僚に聴取して

も、申立人が申立期間において勤務していたとする証言を得ることができ

なかった。 

   また、事業主が保管する申立人に係る失業保険被保険者資格取得確認通

知書において、申立人は昭和 50 年 12 月１日に被保険者資格を取得してい

ることが確認でき、厚生年金保険被保険者資格の取得日と一致している。 

   さらに、事業主が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書により、事業主は申立人について、資格取得日

を昭和 50 年 12 月１日として社会保険事務所（当時）に届け出たことが確

認できる。 

   加えて、事業主及び同僚からも申立期間の厚生年金保険料の控除に関す

る証言は得られない上、申立人は申立期間の保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを示す給与明細書等を所持していないことから、申

立期間の保険料控除に関して確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5825 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年７月頃から 28 年８月頃まで 

    私は、昭和 25 年７月頃から 28 年８月頃までＡ事業所に勤務していた

にもかかわらず、厚生年金保険被保険者の記録が無い。申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げたＡ事業所の同僚の証言から、期間は特定できない

ものの、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

事業主は連絡先不明であり、当時の社会保険事務担当者も既に死亡してい

ることから、申立人の同事業所における厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

   また、上記同僚からは、申立人の厚生年金保険料控除をうかがえる証言

を得ることができない上、申立人が一緒に勤務したとして名前を挙げた別

の同僚は、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

その氏名が見当たらないことから照会できなかった。 

   さらに、上記被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録がある者

に対する照会によっても、申立人の厚生年金保険料控除をうかがわせる証

言を得ることができなかった。 

   加えて、上記被保険者名簿において申立人の氏名は見当たらず、健康保

険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を示す給与明細書等の資料を所持しておらず、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5826 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年８月 23 日から 41 年４月 30 日まで 

    私は、昭和 37 年８月 23 日から 41 年４月 29 日までＡ社に勤務してい

た期間の厚生年金保険の被保険者記録は脱退手当金として支給されたこ

とになっていることを、年金機構から確認のはがきが届くまで知らなか

った。脱退手当金を受け取った記憶が無く納得がいかないので厚生年金

保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

で脱退手当金の支給記録がある者には、脱退手当金の支給を意味する「脱

手」及び「日付」の表示があり、申立人の欄には、脱退手当金の支給決定

日である昭和 42 年 12 月８日に近接する「脱手 42.11.10」の押印がされ

ているとともに、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5827 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年８月頃から 29 年１月頃まで 

    私は、昭和 27 年８月頃から 29 年１月頃までＡ事業所（勤務地はＢ事

業所）に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、Ｂ事業所でＤ職として勤務していたと

申し立てている。 

   しかしながら、Ｂ事業所に係る労務管理を行っていたＡ事業所の業務

を引き継いだＣ事業所は、｢申立人が申立期間においてＢ事業所に雇用さ

れていたことを確認できない。｣と回答している。 

   また、申立人は、｢所属していた部署において、私のほかに日本人の同

僚はいなかった。｣と供述していることから、申立期間当時の勤務状況に

ついて確認することができなかった。 

   さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

申立期間に被保険者記録があり、連絡先が判明した 10 名の同僚に照会し

たところ、全員から回答はあったが、申立人の勤務状況に関する供述は

得られなかった。 

   加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する



                      

  

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5828 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成７年 11 月１日から 10 年１月 27 日まで

の期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 12 年４月１日から同年 10 月１

日までの期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年 11 月１日から 10 年１月 27 日まで 

             ② 平成 12 年４月１日から同年 10 月１日まで 

    ねんきん定期便を見て、申立期間①の標準報酬月額が 59 万円であっ

たのに９万 2,000 円と記録され、また、申立期間②の標準報酬月額が９

万 8,000 円であったのに９万 2,000 円と記録されていることに納得がい

かないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録においては、申立人の申立期間①

に係る標準報酬月額は、当初、59 万円と記録されていたところ、平成９

年 11 月 17 日付けで遡って９万 2,000 円に引き下げられていることが確認

できる。 

   しかし、Ａ社の商業登記簿謄本では、平成４年５月 20 日以降申立人は

唯一の取締役であり、申立人も自身が事業主であったと供述している。 

   また、申立人は、標準報酬月額の訂正の届出についての記憶は無いとし

ているものの、申立期間①当時は、Ａ社は厚生年金保険料の滞納があった

と述べている上、厚生年金保険手続の担当は申立人自身であったとしてい

ることから、申立人が当該標準報酬月額の減額処理に関与していなかった

とは考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、Ａ社の代表権限のある取締役であ



                      

  

る申立人が自らの標準報酬月額に係る記録の訂正処理に関与しながら、そ

の処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人

の申立期間①について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を認

めることはできない。 

   申立期間②について、申立人は、標準報酬月額は９万 8,000 円であった

と主張している。 

   しかし、オンライン記録では、平成 14 年３月 28 日付けで申立人の標準

報酬月額をそれまでの 15 万円から９万 2,000 円に減額する届出が行われ

ているところ、12 年４月から同年９月までは９万 2,000 円、同年 10 月か

ら 13 年 12 月までは９万 8,000 円に訂正処理されていることが確認できる。 

   この処理について、申立人は平成 12 年４月から会社の経営が良くなか

ったので給与を下げて立て直すため報酬月額を引き下げたとしている上、

年金事務所では、上記の９万 2,000 円との届出があった標準報酬月額につ

いて、同年４月から同年９月までは届出どおり最低等級である９万 2,000

円に訂正を行ったが、同年 10 月から 13 年 12 月までについては、12 年 10

月１日から厚生年金保険の標準報酬月額の最低等級が９万 8,000 円に変更

となったため、９万 8,000 円に訂正する処理を行ったものであると回答し

ている。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5829 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月１日から 47 年８月１日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、昭和 46 年 11 月から 47 年７月

までの期間について、標準報酬月額がオンライン記録と退職時に厚生年

金基金の見込み額を聞いた時に事務局の担当者から受け取った「異動明

細表」の記録と違っている。標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定

通知書によると、昭和 46 年 10 月１日の資格取得時の標準報酬月額は 10

万円、同年 11 月の厚生年金保険法改正以降の標準報酬月額９万 8,000 円

と決定されていることが確認できる。 

   また、企業年金連合会から提供された申立人の中脱記録照会（回答）に

よると、申立期間の標準報酬月額は９万 8,000 円と記録されていることが

確認できる。 

   さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票よると、

標準報酬月額について、昭和 46 年 10 月１日の被保険者資格取得時は 10

万円、同年 11 月１日から９万 8,000 円と記録されていることが確認でき

る上、これらの記録は、オンライン記録と一致し、遡った訂正等の形跡は

見られない。 

   加えて、申立人の所持している異動明細表について、Ｂ厚生年金基金は

既に解散しており、当時の状況を確認することができない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5830 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年１月５日から 45 年５月１日まで 

    平成 22 年９月頃、日本年金機構から脱退手当金に関する確認のはが

きが自宅に届き、申立期間について脱退手当金を受給したことになって

いることを知った。私は、脱退手当金制度についてもはがきを見て初め

て知ったので、自分で請求手続をしたとは考えられないし、そのような

お金も受け取った記憶は無い。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退

手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約３か月後の昭和 45 年８月 11 日に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。

 


